
（平成２１年１１月１１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 25 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 14 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 66 件

国民年金関係 19 件

厚生年金関係 47 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金  事案 3504 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年６月から 57 年５月までの期間及び

58年４月から 59年３月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年６月から 59年９月まで 

私は、昭和 56 年３月に勤務先の会社を退職し、同年６月ごろにＡ市役所

Ｂ出張所で厚生年金保険から国民年金への切替手続をした。 

その後、私が夫婦二人分の国民年金保険料を毎月、同出張所の窓口で納付

していたと思う。 

申立期間について、納付記録が無く、未納とされているのでよく調べてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 56 年６月から 57 年５月までの期間及び 58 年４月か

ら 59 年３月までの期間について、当時、申立人が一緒に夫婦二人分の保険料

を納付していたとする申立人の夫の国民年金保険料は納付済みである。 

また、申立人に係る特殊台帳を見ると、申立人の国民年金の被保険者資格の

再取得日が昭和 56 年６月１日と記録されているところ、申立人及びその夫の

国民年金手帳には、いずれも同年６月 27日付けで住所変更手続の記載があり、

そのころ、市役所において申立人の国民年金の再加入手続等が行われたものと

推認され、申立人の陳述と符合する。 

さらに、申立期間のうち、上述の夫の保険料が納付されている期間は、いず

れも 12 か月と比較的短期間であるところ、夫の保険料を納付していた申立人

が、自身の保険料も同様に納付していたと考えるのが自然である。                         

一方、申立期間のうち、昭和 57 年６月から 58 年３月までの期間及び 59 年

４月から同年９月までの期間については、申立人が一緒に夫婦二人分の保険料

を納付していたとする申立人の夫も未納である。 



また、申立人の夫の特殊台帳を見ると、昭和 57年６月から 58年３月までの

保険料について昭和 58年度に催告したことを表す「58催」の押印があるもの

の、その後、同期間の保険料が納付された事跡
じ せ き

は無い。 

さらに、申立人に係る社会保険庁の記録をみると、申立人は昭和 61 年 11

月 20 日に 59年４月から 60 年３月までの保険料を過年度納付していた上、過

年度納付された保険料のうち、59年４月から同年９月まで（申立期間の一部）

の保険料が時効期間納付との理由で、61 年 11 月 27 日付けで還付決議がなさ

れ、その後、保険料が申立人に還付されたことが確認できるところ、この還付

された期間の保険料がその後、納付されたことを示す事跡
じ せ き

は無い。    

加えて、申立人が、申立期間のうち、昭和 57 年６月から 58年３月までの期

間及び 59 年４月から同年９月までの期間の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、申立期間のうち、当

該期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 56 年６月から

57 年５月までの期間及び 58 年４月から 59 年３月までの期間の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3505 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55年４月から同年 12月までの国民年金保険料は、還付されて

いないものと認められることから、還付についての記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から同年 12月まで 

私は、保管していた領収証書を確認したところ、昭和 55年４月から 56 

年３月までの保険料を現年度で納付し、その後、58 年ごろ社会保険事務所

から郵送されてきた55年１月から同年12月までの納付書で過年度納付をし

ており、同年４月から同年 12 月までの９か月が、重複納付になっていたの

で社会保険事務所に調査依頼をしたところ、重複する期間の保険料は還付さ

れていると説明を受けた。 

しかし、私と夫は、還付の連絡を受けたことも、還付金を受領した覚えも

無く、利用していた信用金庫の出納記録にも還付金の記載は無い。３万円以

上の還付の話があれば、当時の我が家ではニュースになり記憶に残っている

はずである。 

さらに、上記で過年度納付した現年度納付と重複していない昭和 55 年１

月から同年３月までの期間は、Ａ市の国民年金被保険者台帳には納付と記録

されていたのに、社会保険庁の記録では未納となっていて、平成 20 年５月

まで訂正されていなかった。 

私から、今回記録確認の申し出をしなければ、この期間の年金額分が受給

できなかったと思うと、そのいいかげんな事務処理は許し難い。保険料を過

年度納付し、年金に結び付けようとしたのに、還付を受けたとされているの

は到底納得できないし、当時、仮に還付金を受け取ったとしても、その他の

未納期間の保険料として納付をした。私の年金の支払い年数を増やしてほし

い。 

 

 



第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、重複納付した申立期間の保険料について還付は受けていないと申

し立てている。 

そこで、申立人の納付状況をみると、申立人は申立期間を含む昭和 55年４

月から 56 年３月までの保険料の現年度納付領収書及び 55 年１月から同年 12

月までの保険料の過年度納付領収書を所持しており、申立期間の保険料を重

複納付していたことが確認できる。 

一方、申立人の国民年金保険料の還付に関する状況をみると、社会保険庁の

還付整理簿及び特殊台帳の記録から、申立期間の保険料は昭和 58 年１月に還

付決議がなされ、同年２月 24 日に還付金の支払処理がなされていることが確

認できる。 

しかし、申立人の昭和 56年４月から 57年３月までの保険料は未納となって

おり、還付決議がなされた 58 年１月の時点では、社会保険庁はこの間の保険

料の未納を把握していたものと推定される。制度上、還付決議がなされた保険

料は 56年４月から 57年３月までのうち、還付金額に相当する期間の保険料に

充当するべきである。 

さらに、Ａ市の国民年金被保険者台帳及び検認記録簿を見ると、還付に関す

る記録欄には、還付がなされた形跡は見当たらない。 

加えて、申立期間の保険料は現年度納付されているにもかかわらず過年度納

付書を発行するという、明らかな事務的過誤により重複納付となったものであ

り、還付記録についても何らかの過誤があったことも否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を還付されていないものと認められる。 



大阪国民年金 事案 3506 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年２月から 38年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年２月から 38年３月まで 

      昭和 38年４月から 39年３月までの保険料は未納扱いになっていたが、保

険料領収証があったので、ねんきん特別便が私の手元に届いた後、相談に行

った時に、この期間は納付済みに記録訂正された。昭和 38 年度の保険料の

領収証があったにもかかわらず、役所には記録が残っていなかったので、申

立期間の保険料も当然納付されていたはずである。また、国民年金手帳の

39 年度の検認記録欄には領収印が無くても納付の記録になっているのに、

申立期間は、検認記録欄に領収印が無いため未納扱いとされているのは納得

がいかない。国民年金加入手続及び結婚するまでの保険料納付は母親が行っ

ていたが、結婚後しばらくして母親から私の年金手帳を引き継いだとき、国

民年金は全額納付済みであると聞いたことをはっきり覚えている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 37 年２月から結婚するまでの国民年金保険料を母が納付し

ていたと申し立てている。 

   そこで、申立人の納付状況をみると、社会保険庁の記録から、国民年金制度

が発足した昭和 36 年４月から 60 歳で資格を喪失した平成 11 年＊月まで、申

立期間を除き保険料を納付していることが確認でき、申立人及びその母親の納

付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人の所持する国民年金手帳を見ると、申立期間を含む昭和 37年

２月から 40年３月までの印紙検認記録欄には検認印が押されておらず、この

間の保険料は現年度納付がなされたとは考え難いが、38 年４月から 39 年３

月までの期間の保険料は過年度納付の領収証書を所持しており、同年４月か

ら 40 年３月までの期間の保険料も納付済みの記録となっていることから過



年度納付がなされたものと考えられ、申立期間の保険料についても過年度納

付がなされた可能性が高いものと考えられる。 

さらに、申立期間に続く昭和 38 年４月から 39 年３月までの保険料は、当

初未納の記録となっていたものが、申立人の所持する領収証書に基づき、平

成 20年７月に記録訂正されていることから、申立期間の記録管理にも何らか

の事務的過誤があったことも否定できない。 

加えて、申立期間は 14か月と比較的短期間であり、申立人及びその母親の

納付意識の高さに鑑
かんが

みると、申立期間の保険料を納付していたものとみるの

が自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金  事案 3507 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、昭和 45年４月から 47年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年４月から 47年 12月まで 

私は、昭和 45 年１月ごろ、妻に国民年金に加入してもらい、申立期間は

夫婦二人分を一緒に３か月に１回、継続して市の集金人に納付してもらって

いた。それなのに申立期間が未納とされており、納得できない。手帳は当初

あったが、私の分だけ平成９年に厚生年金保険の手帳との統合のため社会保

険事務所に提出した後、国民年金手帳が返却されなかったため証明するもの

が無い。保険料は最初一人月 350円から 450 円ぐらいだったかと思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、加入した昭和 45 年１月以降の国民年金保険料については、定期

的に妻が夫婦二人分を一緒に納付していたはずであると申し立てている。 

そこで、申立人とその妻の加入手続時期をみると、夫婦そろって昭和 45 年

３月に国民年金手帳記号番号が払い出されていることが同払出簿の記録から

確認できる。 

また、夫婦二人分を一緒に納付していたとする申立人の妻の納付記録をみる

と、申立期間は現年度納付済みであることが社会保険庁の特殊台帳、市の被保

険者名簿及び申立人の妻が所持する国民年金手帳から確認できるとともに、申

立期間直前の昭和 45 年１月から同年３月までの保険料は夫婦共に現年度納付

済みであることが特殊台帳及び市の被保険者名簿から確認できる。 

これらの点を踏まえると、加入直後については、夫婦同一の納付形態を取っ

ていたものと推定でき、申立期間についても、妻と同様に、現年度納付がなさ

れていた可能性は否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金  事案 3508 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、昭和 36 年４月から 37 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年３月まで        

私は、夫と一緒に夫婦で国民年金に加入し、一緒に継続して私が夫婦二人

分の保険料を納めてきた。それなのに私の方だけ申立期間が未納とされてい

るのはおかしい。加入手続及び納付した場所についてははっきり覚えていな

いが、常に夫婦二人分の保険料を納付していた記憶があり、夫婦の片方だけ

納付していることは無いはずである。保険料額は 100円から 150円だったこ

とは記憶している。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、12か月と比較的短期間である上、申立人の納付記録をみると、

国民年金加入期間 429か月のうち、申立期間を除く 417か月の国民年金保険料

は納付済みであり、納付意識の高さがうかがえる。 

そこで、申立人とその夫の加入手続時期をみると、夫婦そろって昭和 37 年

６月に国民年金手帳記号番号が払い出されていることが同払出簿の記録から

確認できる。 

また、一緒に夫婦二人分を納付していたとする申立人の夫の納付記録をみ

ると、申立期間の保険料は納付済みとなっていることが社会保険庁のオンラ

イン記録及び特殊台帳から確認でき、国民年金手帳記号番号の払出日から過

年度納付されたものと推定できる。 

さらに、夫婦共に申立期間に係る国庫金納付書の発付を受けたことが市の

被保険者名簿から確認できる。 

これらの点を踏まえ、申立人の納付意識の高さに鑑
かんが

みると、行政側の納付

勧奨を看過するとは考え難く、申立期間については、夫と同様に、過年度納



付がなされていたと考えるのが相当である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3509 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55年７月から 56年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年７月から 56 年３月まで 

国民年金制度が始まる前の昭和 35年 10月ごろに、一番上の兄が私の国民

年金加入手続をし、昭和 44年度までの保険料を納めてくれた。その後は自

分で納付を始め、申立期間については集金人に納めたのか、納付書により市

役所の支所で納めたのかをはじめ、納付金額など詳しいことは忘れてしまっ

たが、妻が間違いなく納めてくれている。 

確かに納めているのに未納とされていることがどうしても納得できず、し

っかりと調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、９か月と短期間であり、申立人は、国民年金加入期間 342か月

のうち、申立期間９か月を除く 333か月の保険料を納付済みである上、前納も

行っており、保険料の納付を担っていた申立人の兄及び妻の納付意識の高さが

うかがえる。 

また、申立人の納付記録をみると、申立期間前後は３か月ごとに現年度納付

しているほか、昭和 59年３月については昭和 59年度に催告を受け過年度納付

していることが社会保険庁の特殊台帳及びオンライン記録から確認できる。さ

らに、申立期間についても、56 年度に催告を受けていることが同台帳の記録

から確認できる。 

これらの点を踏まえ、申立人の妻の納付意識の高さに鑑
かんが

みると、申立期間

に係る催告を看過するとは考え難く、社会保険事務所から送付された納付書に

より過年度納付していたと考えるのが自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3510 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間うち、昭和 49年１月から 51年３月までの国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年１月から 51年３月まで 

私は、昭和 48年１月に会社を退職する際、社長に勧められたので、私が

区役所に出向き、国民健康保険及び国民年金の加入手続を行い、その時に、

金額は覚えていないが、国民年金保険料を納付した。２回目以降は、亡くな

った妻が夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたのに、申立期間が未納と

され、妻が、申立期間のうち、49年１月から納付済みとなっているのは納

得できないので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職した昭和 48 年１月に、申立人が区役所で国民年金の

加入手続を行って国民年金保険料を納付し、その後は、亡くなった申立人の妻

が夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたと申し立てているが、申立人の国

民年金手帳記号番号の払出時期を調査すると、51年 10月に払い出されている

ことが手帳記号番号払出簿により確認できることから、このころに申立人に係

る国民年金の加入手続が行われたものと推定され、加入手続の時期において申

立内容と異なる上、この時点において、申立期間のうち、48年 12月以前の保

険料は、時効により納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立人が、申立てどおり、退職後の昭和 48 年１月ごろに国民年金の

加入手続を行っていたものとすると、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必

要であるところ、申立期間に係る手帳記号番号払出簿の内容をすべて視認し、

各種の氏名検索を行ったが、申立人に対し、別の手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

一方、申立人の保険料を一緒に納付していたとする申立人の妻についてみる



と、結婚前の昭和 38年 11月に国民年金手帳記号番号が払い出されており、39

年４月から 48 年３月までの期間において、41 年４月から 42 年３月までの未

納期間を除き、免除期間となっているが、申立人の加入手続が行われたとみら

れる 51 年 10月の翌月である同年 11 月に、申立期間のうち、その時点で時効

にかからず納付が可能であった49年１月から51年３月までの保険料をさかの

ぼって過年度納付していることが申立人の妻の特殊台帳により確認できる。 

また、申立人及びその妻の納付記録を比較すると、ともに申立期間直後の昭

和 51年４月から現年度納付を開始し、55年１月から同年３月までの保険料を

同年９月に一緒に過年度納付するとともに、平成５年６月から夫婦同時に国民

年金基金に加入していることから、基本的に夫婦一緒に夫婦二人分の保険料を

納付していたものと考えられる上、保険料の納付を開始して以降は、申立人及

びその妻共に、保険料をすべて納付していることなどを踏まえると、申立人の

妻が、申立期間のうち、昭和 49年１月から 51年３月までの期間について、妻

自身の保険料のみを過年度納付し、申立人の当該期間の保険料を過年度納付し

ない理由は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和49年１月から51年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 3511 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年９月から 46 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年９月から 46年 12 月まで 

私は、結婚後の昭和 49年 11月に、国民健康保険に加入するため、妻と

一緒に区役所へ手続に行った際、窓口の職員から国民年金にも加入するよう

言われたので、国民年金の加入手続も行った。 

その時、職員から「今なら昭和 40年９月にさかのぼって納付できる。」

との説明を受け、納付金額も思ったより少なかったので、その窓口で昭和

40年９月までさかのぼって保険料を一括して納付した。 

当時、私は、いつも 10万円程度の現金を所持しており、それで十分納付

することができたと記憶していることから、納付金額は６万 5,000円前後で

あったように思う。 

上記期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 49年 11月に区役所で国民年金の加入手続を行い、その窓口

において、申立人が 40 年９月までさかのぼって保険料を納付したと申し立て

ているところ、申立人に係る国民年金手帳記号番号の前後の任意加入被保険者

の資格取得日をみると、49年 11月ごろに加入手続が行われたものと推定され

ることから、申立人が加入手続したとする時期と一致する上、当時は特例納付

の実施期間中であり、申立期間の保険料を納付することが可能であったものと

考えられる。 

また、申立人の特殊台帳を見ると、加入手続を行ったとする昭和 49 年 11

月に、申立期間直後の 47年１月から 49年３月までの保険料を過年度納付して

いることが確認できるが、申立人は当時 29 歳であり、年金受給資格期間を確



保できる状況にあったことから、申立人が過年度納付のみを行う特段の事情は

見当たらない上、当該過年度納付の保険料額は１万 5,300円であり、申立人の

記憶する納付金額と大きく異なっているが、申立期間の保険料を特例納付した

場合の保険料額を合算すると、おおむね一致する。 

さらに、申立人は、区役所窓口における当時の状況について明瞭かつ詳細に

記憶しており、当時は区役所窓口において、特例納付を含む国庫金の保険料を

受領していた実態があったことから、申立内容に不合理な点はうかがえない上、

申立人は、申立期間後の国民年金被保険者期間の保険料を完納していることな

どを踏まえると、申立人が国民年金の加入手続を行った際に、上記の過年度保

険料と一緒に、申立期間の保険料を特例納付していたものとみても不自然では

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3512 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成４年４月から５年３月までの国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 63年２月から平成３年１月まで 

② 平成４年４月から５年３月まで 

    私の母は区役所の人に勧められ、国民年金の加入手続を行い、私と父母の

３人分の保険料を金融機関窓口で毎月まとめて納付していたが、私と母の分

は後日納付したこともあったと聞いた。 

    確かに納付してきたはずの申立期間の保険料について、父だけが納付済み

で私と母の保険料は未納とされている。 

申立期間に係る私の保険料を母が納付したのは間違いないので、未納とさ

れていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民

年金手帳記号番号は昭和 62年５月 11日に払い出されており、この手帳記号番

号払出時点からみて、申立期間②の国民年金保険料を納付することは可能であ

る。  

また、当時、Ａ市及び管轄社会保険事務所においては、制度上納付可能な過

年度保険料の納付書を発行していたところ、申立人の納付記録をみると、申立

期間②直前の平成３年２月から４年３月までの国民年金保険料について過年

度納付していることが確認できることから、その直後である申立期間②につい

ても過年度保険料の納付書が発行された可能性が高い。 

さらに、家族３人分の年金に係る諸手続及び国民年金保険料納付を担ってい

たとする申立人の母の保険料納付記録をみると、申立期間を除き完納しており、

また、父の納付記録をみても、国民年金と厚生年金保険の変更手続が適切に行



われ、制度開始時から 60 歳に至るまでの保険料も完納している上、当時の生

活状況においても、申立期間②の保険料納付を困難とする事情は見当たらなか

った。 

これらのことから、家族の年金の種別変更手続及び国民年金保険料納付を適

切に行ってきた納付意識の高い申立人の母が、申立期間②直前の平成３年２月

から４年３月までの保険料のみを過年度納付し、過年度納付可能な申立期間②

の保険料を未納のまま放置したとは考え難い。 

一方、申立期間①について、納付記録をみると、当該期間直後の平成３年２

月から４年３月までの期間の国民年金保険料については、５年４月１日に過年

度納付していることが確認でき、この時点において、申立期間①の国民年金保

険料は時効により納付できなかったと考えるのが自然である。 

また、申立期間①の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏

名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたこ

とをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

さらに、申立期間①は 36 か月に及んでおり、これほど長期間にわたって国

民年金保険料の収納及び記録管理における事務的過誤が繰り返されたとも考

え難い。 

加えて、申立期間①の国民年金保険料納付をめぐる事情を酌み取ろうとした

が、新たな周辺事情を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成４年４月から５年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事 3513 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 62年 10月から 63年１月までの期間及び

平成４年４月から５年３月までの期間の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 62年 10月から 63年１月まで 

② 昭和 63年２月から平成３年１月まで 

③ 平成４年４月から５年３月まで 

    私は区役所の人に勧められ、国民年金の加入手続を行い、私たち夫婦と子

供の３人分の保険料を金融機関窓口で毎月まとめて納付していたが、私と子

供の分は後日納付したこともあった。 

    確かに納付してきたはずの保険料について、夫だけが納付済み、私と子供

の保険料は未納とされている。 

申立期間に係る保険料を私が納付したのは間違いないので、未納とされて

いることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自分たち夫婦及び子供の３人分の国民年金保険料について、自身

で、毎月あるいは遅れて常に一緒に納付していたと申し立てているところ、国

民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和

50 年 12 月及び 61 年４月に２度払い出されており、この手帳記号番号払出時

点からみて、申立期間の保険料を納付することは可能である。  

そこで、これら家族３人の納付記録をみると、申立期間①については、申立

人の夫及び子については納付済みとなっており、納付を担っていた申立人のみ

未納となっているのは不自然である。 

また、申立期間③については、当時、Ａ市及び管轄社会保険事務所において

は、制度上納付可能な過年度保険料の納付書を発行していたところ、申立人の

納付記録をみると、当該期間直前の納付済期間のうち、平成３年２月及び同年



３月の保険料について過年度納付していることが確認できることから、その後

の申立期間③についても過年度保険料の納付書が発行された可能性が高い。 

さらに、家族３人分の年金に係る諸手続及び国民年金保険料納付を担ってい

た申立人の納付記録をみると、申立期間を除き完納しており、また、夫の納付

記録をみても、国民年金と厚生年金保険の変更手続が適切に行われ、制度開始

時から 60 歳に至るまでの保険料も完納している上、当時の生活状況において

も、申立期間③の保険料納付を困難とする事情は見当たらなかった。 

これらのことから、家族の年金変更手続及び国民年金保険料納付を適切に行

ってきた納付意識の高い申立人が、申立期間①の保険料について、夫と子の分

のみ納付し、自身の保険料を未納のまま放置し、また、申立期間③の保険料に

ついて、直前の平成３年２月及び同年３月の保険料のみを過年度納付し、同じ

く過年度納付が可能な当該期間の保険料を未納のまま放置したとは考え難い。 

一方、申立期間②について、納付記録をみると、当該期間直後の平成３年２

月及び同年３月の保険料については、納付日が不明であるものの過年度納付し

ていることが確認できる。 

また、常に３人分を一緒に納付していたとする申立人の子供の同期間の保険

料は平成５年４月１日に過年度納付していることが確認できることから、申立

人の過年度保険料納付日も同日であった可能性が高く、この時点においては、

申立期間②の国民年金保険料については、時効により納付できなかったと考え

るのが自然である。 

また、申立期間②の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏

名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたこ

とをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

さらに、申立期間②は 36 か月に及んでおり、これほど長期間にわたって国

民年金保険料の収納及び記録管理における事務的過誤が繰り返されたとも考

え難い。 

加えて、申立期間②の国民年金保険料納付をめぐる事情を酌み取ろうとした

が、新たな周辺事情を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 62 年 10 月から 63 年１月までの期間及び平成４年４月から５年３月までの

期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 3514 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成４年５月及び同年６月並びに７年 11月か

ら８年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成元年９月から３年３月まで 

② 平成３年８月 

③ 平成３年 12月 

④ 平成４年５月及び同年６月 

⑤ 平成７年 11月から８年３月まで 

    私が 20歳になった時に、国民年金の案内がＡ県の自宅に届き、その後、

私の母が加入手続を行った。国民年金保険料については、すべて納付してい

ると思っていたが、平成 19年７月に年金記録照会を行った時に、未納期間

があることを知った。 

    私がＡ県に居住している時の申立期間①、②及び③の保険料は母が納付し

てくれており、Ｂ県に戻ってきた平成４年５月以降の申立期間④及び⑤の保

険料は私か母が納付していた。 

    私も母も、保険料納付の記憶はほとんどないが、送付されてきた納付書に

より必ず納付していたはずである。 

    平成 19年７月に年金記録照会をしたら、４年３月の保険料が重複してい

ることがわかり、還付を受けたが、言わなければそのままであったかと思い、

未納期間について、きっちりと調べてもらいたいことから申立てを行った。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間④及び⑤の国民年金保険料について、自身又は母が納付

していたと申し立てているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は平成３年

７月ごろ及び４年 10 月ごろの２度払い出されており、これらの手帳記号番号

払出時点において、当該期間の保険料を現年度納付することは可能である。 

また、申立人の納付記録をみると、申立期間④直後の平成４年７月から５年

１月までの保険料については、４年 12月 24 日に一括納付していることが確認



できることから、同年 10 月ごろに納付の意思をもって国民年金加入手続を行

った申立人が、加入当初の２か月の保険料を納付しなかったとは考え難い。 

一方、申立期間⑤について、申立人の住所履歴をみると、申立人は平成４年

７月にＡ県からＢ県Ｃ市に転居しており、それ以降の保険料は、申立期間⑤を

除き完納している。 

また、納付記録をみると、Ｃ市へ転居して以降、平成 15 年４月に厚生年金

保険被保険者資格を取得するまでの国民年金被保険者期間 129か月のうち、99

か月が現年度納付されており、申立期間⑤の直後の平成８年４月から９年４月

までの保険料は現年度納付されている。 

さらに、申立人はＣ市に転居後は、両親と同居しており、生活状況に特段の

変化は認められない。 

これらのことから、申立人が、５か月と短期間である申立期間⑤の保険料を

未納のまま放置したとは考え難い。 

次に、申立期間①については、当時、申立人は大学生であったところ、上記

のとおり、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成３年７月ごろに資格取得日

を同年４月１日として初めて払い出されており、この手帳記号番号払出時点に

おいて、申立期間①は国民年金未加入期間となり、制度上、保険料を納付する

ことはできない。 

次に、申立期間②及び③の国民年金保険料について、申立人は、母親が納付

してくれたと申し立てている。 

しかし、申立人の納付記録をみると、申立期間②の国民年金保険料はいった

ん、平成５年 10月 13日に過年度納付されたものの、時効により収納できない

期間の保険料であったことから３年 10 月の保険料に充当されていることが確

認できる。 

一方、申立期間③直後の平成４年１月の国民年金保険料は、６年２月８日に

過年度納付しており、この時点において、申立期間③の保険料は既に時効によ

り納付できなかったと考えるのが自然である。 

また、申立期間の国民年金保険料が納付可能な別の国民年金手帳記号番号の

払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み検

索などを行ったが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

このほか、申立人及び申立人の母から申立期間①、②及び③の国民年金保険

料納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすこと

はできなかった。  

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平

成４年５月及び同年６月並びに７年 11 月から８年３月までの期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。                                                                                                                                      



大阪厚生年金 事案 4692 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録のうち、平成８年７月について

17万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①  昭和 51年 10月１日から同年 11月 1日まで 

②  昭和 53年 10月１日から同年 11月 1日まで 

             ③  昭和 57年７月１日から同年８月 1日まで 

             ④  昭和 62年 10月１日から同年 11 月 1日まで 

             ⑤ 平成元年 10月１日から同年 11 月 1日まで 

             ⑥ 平成８年７月１日から同年８月 1日まで 

Ａ社に勤務していた昭和 51 年１月から 54 年２月までの期間のうち、51

年 10 月（申立期間①）及び 53年 10 月（申立期間②）の標準報酬月額が実

際の給与支給額に比べて低い。当時の給与明細書を保管しており、給与支給

額及び厚生年金保険料控除額が確認できるので、申立期間の標準報酬月額を

実際の給与支給額に見合った額に訂正してほしい。 

Ｂ社に勤務していた昭和 57 年２月から平成２年７月までの期間のうち、

57年７月（申立期間③）、62 年 10月（申立期間④）、及び平成元年 10月（申

立期間⑤）の標準報酬月額が実際の給与支給額に比べて低い。当時の給与明

細書を保管しており、給与支給額及び厚生年金保険料控除額が確認できるの

で、申立期間の標準報酬月額を実際の給与支給額に見合った額に訂正してほ

しい。 

Ｃ社に勤務していた期間のうち、平成８年７月（申立期間⑥）の標準報酬

月額が実際の給与支給額に比べて低い。当時の給与明細書を保管しており、

給与支給額及び厚生年金保険料控除額が確認できるので、申立期間の標準報

酬月額を実際の給与支給額に見合った額に訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、「厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律」（以下、「特例

法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保

険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、給与明細書（平成８年７月

分）において確認できる保険料控除額から、平成８年７月について 17 万円と

することが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明であると回答しており、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行った

とは認められない。 

一方、昭和 51年 10月、53 年 10月、57年７月、62年 10月及び平成元年 10

月については、申立人提出の給与明細書によると、社会保険事務所の記録にあ

る標準報酬月額に基づく保険料を控除されていることが確認できることから、

特例法に基づく記録訂正は認められない。



大阪厚生年金 事案 4693 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録のうち、平成８年３月から同年

９月までの期間については 36万円、同年 10 月から９年９月までの期間につい

ては 34万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、申立人に係る平成８年３月から９年９月までの上記訂正後

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年３月１日から９年 11月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に係る

被保険者期間の標準報酬月額が、実際に支払われていた給与と大きく異なっ

ていることが分かった。同社での給与支払明細書は大部分が残っており、そ

の給与支払明細書を見ると、総支給額から求められる標準報酬月額とは異な

る標準報酬月額で保険料が控除されているので、正しい標準報酬月額に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、給与支払明細書において確

認できる保険料控除額から、申立期間のうち、平成８年３月から同年９月まで

の期間については 36万円とし、同年 10月から９年９月までの期間については

34万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、平成８年３月から９年９月までの期間について、給与支払明細書において



確認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所で

記録されている標準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、当該期

間について、事業主は、社会保険事務所の記録どおりの標準報酬月額を社会保

険事務所に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬月

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成７年３月から８年２月までの期間については、

当該期間の給与支払明細書の厚生年金保険料控除額を基に計算した標準報酬

月額と、社会保険事務所で記録されている標準報酬月額は一致していることが

確認できる。 

また、申立期間のうち、平成９年 10月については、申立人は、「当該期間の

給与は事業主から支給されなかったため、労働基準監督署で手続を行い、未払

賃金の立替払いを受けた。」と陳述している。これについては、賃金の支払の

確保等に関する法律に基づき、企業の倒産等により賃金が支払われないまま退

職した労働者に対し、未払賃金の一部を国が立替払いする制度が適用されたも

のと推認され、当該制度により立替払いされた未払賃金からは厚生年金保険料

が源泉控除されることは無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関連

資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間のうち、平成７年３月から８年２月までの期間及び９年 10月については、

申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4694  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 47年８月 21日から同年 10 月 21日までの

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められることか

ら、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同年 10 月 21 日に訂正し、

同年８月の標準報酬月額を４万 8,000 円、同年９月の標準報酬月額を５万

2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年８月 21日から同年 12月 31日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社に勤務

した期間のうち、申立期間について、加入記録が無いとの回答をもらった。

同社には、昭和 47年 12月末まで勤務し、また、厚生年金保険の保険料を控

除されていたことが確認できる同年９月及び同年 10 月分の給料明細書を提

出するので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人提出の昭和47年９月及び同年10月分の給料明細書並びに雇用保険の

記録(離職日は、昭和 47 年 10 月 20 日。)により、申立人がＡ社に、申立期間

のうち、同年８月 21 日から同年 10 月 20 日まで継続して勤務し、厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給料明細書の保険料控除額から、

申立期間のうち、昭和 47 年８月は４万 8,000 円、同年９月は５万 2,000 円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、昭和 47年８月 21日付けで申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失届を

提出したとしていることから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月及び同年９月の保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、そ



の後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 47 年 10 月 21日から同年 12 月 31 日までの期

間については、申立人が入社時から同年 10 月分までの給料明細書については

すべて所持しているところ、当該期間についてのみ明細書が無い上、Ａ社は、

「当時の賃金台帳等の記録は残っておらず、当時の事情が分かる者もいない。」

旨回答しており、申立人の当該期間に係る勤務実態及び保険料控除について確

認することができない。 

また、雇用保険の記録において、昭和 47 年 10 月 20 日に離職の届けが出て

いることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 47 年 10月 21 日

から同年12月31日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給料から

控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4695 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年８月 25日から 37年８月 31日まで 

                          ② 昭和 37年８月 31日から 38年８月 26日まで 

             ③ 昭和 38年 11月６日から 41年４月 20日まで 

厚生年金保険加入期間について、社会保険事務所に照会申出書を提出した

ところ、Ａ社、Ｂ社及びＣ社に勤務していた期間について、脱退手当金支給

済みとの回答を受けた。 

Ｃ社を退職する時、脱退手当金の説明は受けていないし、脱退手当金の給

付制度そのものを知らなかった。 

私が初めて社会保険事務所へ行ったのは 60 歳になってからである。 

脱退手当金は受け取っていないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の最終事業所であるＣ社は、脱退手当金の代理請求を行っていない

と回答している上、当該事業所の厚生年金保険被保険者名簿(原票)に記載され

ている申立人と同一時期(おおむね２年以内)に受給要件を満たし資格を喪失

した女性 15 名について、脱退手当金の支給記録を調査したところ、支給記録

が確認できたのは４名と少なく、また、被保険者資格の喪失日から支給決定日

までの期間をみると、うち２名は１年程度経過後となっていることを踏まえる

と、事業主が申立人の委任を受けて代理請求した可能性は低いと考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者原票及び厚生年金保険被保険者台帳記

号番号払出簿の氏名は変更処理がなされておらず旧姓のままであり、申立期間

の脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられるが、申立人は昭和 39 年 12

月＊日に婚姻し、改姓していることから、申立人が脱退手当金を請求したとは

考え難い。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



大阪厚生年金  事案 4696 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 42年２月１日から同年３月 22日までの期

間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＡ社Ｂ本店における資格喪失日に係る記録を同年３月

22 日に訂正し、同年２月の標準報酬月額を３万 9,000 円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42年２月１日から同年３月 22日まで 

         ② 昭和 44年９月２日から 45年１月１日まで  

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、申立

期間①及び②の加入記録が無い旨の回答を受けた。 

申立期間①は、Ａ社に勤務していた期間で、Ｂ本店からＣ支店へ転勤した

時期であり、継続して勤務していた。 

申立期間②は、勤務していたＤ社から話があり、Ｅ社で勤務することにな

った期間であるが、申立期間の給与はＤ社から支払われていたことは間違い

ない。 

申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、雇用保険の記録及び同僚の陳述から判断すると、申

立人が当該期間もＡ社に継続して勤務し（昭和 42年３月 22日にＡ社Ｂ本店か

ら同社Ｃ店に異動。）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、昭和 42 年２月の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ本店にお

ける同年１月の社会保険事務所の記録から、３万 9,000円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情



は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

申立期間②については、申立人は、当該期間の給与はＤ社から支給され、厚

生年金保険にも継続して加入していたと申し立てている。 

しかし、社会保険事務所のＤ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を

見ると、申立人と同様に同社からＥ社に異動した申立人を含む６人は、いずれ

も昭和 44年９月２日に被保険者資格を喪失しており、同年 10月の標準報酬月

額の定時決定についても、取消しをされていることが確認できる。 

また、Ｄ社は、申立期間当時の資料を保管しておらず、当時の事業主及び経

理担当者は、申立期間に係る給与が支払われたか否かは不明であるとしている。 

さらに、申立人のＤにおける雇用保険の記録をみると、申立人は、昭和 44

年８月 31 日に被保険者資格を喪失しており、社会保険事務所における厚生年

金保険の記録とほぼ一致する。 

加えて、Ｅ社は、昭和 44 年３月８日に設立登記されていることが商業登記

簿により確認できるが、同社が厚生年金保険の適用事業所となったのは 45 年

１月１日であり当該期間は適用事業所ではない上、同社は 52 年８月１日に厚

生年金保険の適用事業所では無くなっており、当時の事業主及び役員は所在不

明のため、これらの者から当該期間に係る保険料控除等について確認すること

ができない。  

このほか、申立人の申立期間②に係る保険料控除を確認できる関連資料及び

周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 4697 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主より給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｃ支店における資格取得日

に係る記録を昭和29年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を8,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年４月１日から同年５月４日まで 

   厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が無い旨の回答

を受けた。同社には、高校を卒業した昭和 29 年４月１日から勤務してい

たのは間違いないので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の人事記録、雇用保険の記録及び複数の同僚の陳述から、申立人は、

申立期間もＡ社に勤務していたことが認められる。 

また、社会保険事務所のＡ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において、申立期間前後に同社Ｃ支店で被保険者資格を取得してい

る複数の同僚は、自身が記憶する同社入社日に厚生年金保険の被保険者資

格を取得している。 

さらに、Ｂ社は、「支店の手続に事務的過誤があったと思う。」旨回答し

ている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店におけ

る昭和 29 年５月の社会保険事務所の記録から、8,000 円とすることが妥当

である。 



なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、不明としており、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金  事案 4698 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における資格取

得日に係る記録を昭和 40年４月７日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月７日から同年６月１日まで 

   厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、

Ａ社Ｂ事業所に勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が無い

旨の回答を得た。しかし、同事業所には、高校を卒業後、正職員になる

前提で昭和 40 年４月７日から同年９月 30 日まで臨時雇用員として勤務

した。申立期間の保険料控除が確認できる給与支給明細書があるので、

申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

給与支給明細書、雇用保険の記録及び同僚の陳述から、申立人が申立期

間もＡ社Ｂ事業所に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与支給明細書の保険料控

除額から、7,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 4699 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、Ａ社における厚生年金保険の資格取得日は、

昭和 20 年４月５日、資格喪失日は同年５月 14 日であると認められること

から、申立人の同社における資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、昭和 20年４月の標準報酬月額については、30円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20年４月から同年 10月１日まで 

         ② 昭和 21年７月 30日から 23年４月まで 

         ③ 昭和 23年５月から 31年２月まで 

私は、高等小学校を１年で中退した後、昭和 20 年４月から 23 年３月

までＡ社で働いていた。また、Ｄ社の下請会社のＣ事業所等で同年５月

から 31年２月まで働いていた。社会保険庁の記録では、申立期間が厚生

年金保険加入期間とされていないのが納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、社会保険事務所が保管するＡ社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人が、昭和 20年４月５日に被保険

者資格を取得し、同年５月 14日に被保険者資格を喪失したことが確認でき

るが、同名簿の「厚生年金保険記号番号」の欄が空欄であるため、健康保

険の被保険者であったことのみ確認できる。 

しかし、申立人は、「申立期間当時、高等小学校を中退して、縁故採用に

より入社した。健康保険法の適用はあっても厚生年金保険法の被保険者に

は該当しない勤労動員学徒ではない。」としている。 

また、当該被保険者名簿の備考欄に「動員学童」と記載されている被保

険者の「厚生年金保険記号番号」の欄には斜線が引かれていることが確認

できるところ、申立人には当該記載が無く、「厚生年金保険記号番号」の欄

には斜線が引かれていないことから、申立人は、厚生年金保険法の被保険

者であったと考えるのが相当である。 

さらに、当該被保険者名簿を見ると、昭和 20 年１月以降に資格を取得し

た者 27 人については、申立人を含む 22 人が「厚生年金保険記号番号」の



欄が空欄となっており厚生年金保険の記号番号が記載されていないところ、

これらの者の生年月日から明らかに動員学徒とは考え難い者が多数含まれ

ているほか、上述のとおり、申立人についても、「動員学童」との記載が無

いにもかかわらず、「厚生年金保険記号番号」が記載されていないといった

矛盾があることから、社会保険事務所における年金記録の管理が不適切で

あったと認められる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 20年４月５日に

厚生年金保険被保険者の資格を取得し、同年５月 14日に資格を喪失した旨

の届出を社会保険事務所に対し行ったことが認められる。 

なお、昭和 20年４月の標準報酬月額は、当該被保険者名簿から確認でき

る標準報酬等級の記載から 30円とすることが妥当である。 

一方、申立期間①のうち、昭和 20年５月 14 日から同年 10月１日までの

期間について、社会保険事務所の記録によると、Ａ社は同年５月 14日に厚

生年金保険の適用事業所で無くなっており、同年 10月１日に再度適用事業

所となっていることが確認できるところ、同社の社史によると、当該期間

はいったん会社が解散されていた旨の記述があることから、申立期間①の

うち、同年５月 14日から同年 10月１日までの期間は適用事業所ではない。 

このほか、申立人が申立期間①のうち、昭和 20 年５月 14 日から同年 10

月１日までの期間において事業主により給与から厚生年金保険料を控除さ

れていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

申立期間②について、Ａ社は、申立期間に係る資料を保存していないため、

申立人に係る厚生年金保険料の控除について確認することができなかった。 

さらに、申立人が名前を挙げたＥ職である同僚は既に亡くなっているほか、

当該被保険者名簿から抽出調査した 16 人の従業員も既に亡くなっているか、

所在不明などのため、これらの者から当該期間における厚生年金保険料の控

除について確認することはできなかった。 

このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

申立期間③について、申立人が勤務していたとするＣ事業所は、社会保険

事務所の記録では、厚生年金保険の適用事業所としての記録は無く、また、

所在地を管轄する法務局に商業登記の記録も無い。 

さらに、申立人は、当該事業所の代表者、上司及び同僚の氏名を記憶し

ておらず、これらの者から当該事業所における申立人の勤務実態及び厚生

年金保険料の控除について確認することができなかった。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等に

よる検索を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録

は無い。 

このほか、申立人が申立期間③において事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 20年４月５

日から同年５月 14日までの期間を除いた期間に係る厚生年金保険料を事業



主により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 4700 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、平成７年

８月 30日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保

険者資格の喪失日の記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、36 万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年７月 31日から同年８月 30日まで 

       私は、Ａ社で平成７年５月１日から同年８月 30日まで勤務し、給与か

ら厚生年金保険料が控除されていたが、申立期間において厚生年金保険

の加入記録が無く、納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人がＡ社において、平成７年４月１日

から同年８月 28日まで勤務していたことが確認できる。 

一方、社会保険庁のオンライン記録により、Ａ社は、平成７年７月 31日

に厚生年金保険の適用事業所では無くなった旨の処理がされているが、申

立人の厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、９年９月９日付けの処理日

で、７年８月 30日から同年７月 31日に遡及
そきゅう

訂正されたことが確認できる。 

また、当該訂正前の記録から、Ａ社は、申立期間も当時の厚生年金保険

法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと認められることから、

当該適用事業所では無くなったとする処理を行う合理的な理由は見当たら

ない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成７年７月 31日に厚

生年金保険被保険者の資格を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、

当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人

の資格喪失日は、訂正前の日である同年８月 30日とすることが妥当である

と認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成

７年６月の社会保険事務所の記録から、36万円とすることが妥当である。



大阪厚生年金 事案 4701 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を 59万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年１月１日から同年８月１日まで 

私は、昭和 44年８月１日から平成８年８月１日までＡ社で勤務してい

たが、同社での厚生年金保険被保険者期間のうち、同年１月１日から同

年８月１日までの標準報酬月額が 59 万円から 15 万円に 遡
さかのぼ

って訂正さ

れているので、訂正前の標準報酬月額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の厚生年金保険被保険者記録においては、当初、申立人

の申立期間の標準報酬月額を申立人が主張する 59万円と記録していたとこ

ろ、Ａ社が適用事業所に該当しなくなった日（平成８年８月１日）の後の

平成８年８月５日付けで、同年１月１日に遡及
そきゅう

して標準報酬月額を 15万円

に引き下げて訂正されていることが確認できる。 

しかし、社会保険事務所において、このように遡及
そきゅう

して記録を訂正する

という処理を行う合理的な理由は無い。 

また、申立人はＡ社で取締役に就任しているものの、Ｂ業務部門の専任

であり、社会保険事務には関与しておらず、標準報酬月額の訂正等につい

て知り得る立場ではなかったと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があ

ったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が

社会保険事務所に当初届け出た 59万円に訂正することが必要である。



大阪厚生年金 事案 4702 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は、昭和 55 年１月 21日であると認められ

ることから、同社に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、昭和 54 年 11月及び同年 12月の標準報酬月額については、24万円と

することが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54年６月１日から同年 10月１日まで 

             ② 昭和 54年 10月 31日から 55年１月 21日まで 

             ③ 昭和 55年１月 21日から同年６月 11日まで 

私は、昭和 54 年６月１日からＡ社に勤務し、同社が 55 年１月 21 日にＢ

社に社名変更した後も同年６月 10 日まで継続して勤務したが、社会保険庁

の記録では、Ａ社において 54 年 10月の１か月だけ厚生年金保険に加入して

いたこととされている。 

申立期間①、②及び③の厚生年金保険料も給与から控除されていたので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、社会保険庁の記録では、申立人は、申立期間②直前の

昭和 54年 10月 31日にＡ社での厚生年金保険被保険者資格を喪失しているが、

雇用保険加入記録から、申立人は、55年１月 20日までＡ社に勤務していたこ

とが認められる。 

また、Ａ社は、昭和 54 年 10月 31 日に適用事業所では無くなった旨の処理

が 55 年３月 13 日に行われており、同日に申立人を含む 14 人の被保険者資格

喪失日を 54 年 10月 31 日と遡及
そきゅう

して訂正する処理が行われていることが、管

轄社会保険事務所が保管する同社に係る厚生年金保険被保険者名簿から確認

できる。さらに、当該訂正処理前の記録から、同日において、同社が適用事業

所としての要件を満たしていたと認められることから、当該適用事業所で無く



なったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 54 年 10月 31 日に被

保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る

記録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、雇用保

険の記録における離職日の翌日である 55年１月 21日であると認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

54年 10月の社会保険事務所の記録から、24 万円とすることが妥当である。 

申立期間①について、雇用保険加入記録から、申立人は、申立期間①におい

てＡ社に勤務していたことが認められるものの、同社は、昭和 54年 10月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっていることが、管轄社会保険事務所が保管

する同社に係る厚生年金保険被保険者名簿から確認でき、申立期間①において、

同社は適用事業所とはなっていない。 

また、Ａ社の事業主は、「Ａ社のＣ工場を稼働させるために昭和 54年９月ご

ろに従業員を増やしたので、厚生年金保険の加入手続を行った。適用事業所で

は無かった期間の厚生年金保険料は控除していない。」旨陳述している。 

申立期間③について、雇用保険加入記録から、申立人は、Ｂ社に勤務してい

たことが認められるものの、同社は、社会保険事務所に適用事業所としての記

録は無い。 

また、申立人は、Ｂ社はＡ社が名称変更した事業所と申し立てているが、両

社は別法人であることが商業登記簿から確認できるとともに、Ｂ社の事業主は、

「Ｂ社の正社員は３人であった。」と陳述しており、同社は、適用事業所の要

件を満たしていなかったものと考えられる。 

さらに、Ｂ社の事業主からは、申立人の申立期間③における厚生年金保険料

の控除に関する陳述は得られなかった。 

このほか、申立人が申立期間①及び③の厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間①及び③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4703 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年３月 25日から 37 年６月 21日まで 

社会保険庁の記録では、Ａ社に勤務していた昭和 32 年３月 25 日から 37

年６月 21日までの期間に係る脱退手当金が支給済みとなっている。 

しかし、私は、脱退手当金を受給しておらず、請求したことも無いので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から

約１年後の昭和 38年６月 15日に支給決定されたこととなっており、事業主が

申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立人は、脱退手当金が支給決定されたこととなっている時期には、

既に国民年金に加入し国民年金保険料を納付しており、申立人がその当時脱退

手当金を請求する意思を有していたとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



大阪厚生年金 事案 4704 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年 10月 17日から 39年３月４日まで 

             ② 昭和 39年３月４日から 41年１月 22日まで 

    社会保険庁の記録では、Ａ社及びＢ社での厚生年金保険被保険者期間に係

る脱退手当金が支給済みとなっている。 

しかし、私は、脱退手当金を請求しておらず、受給していないので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の被保険者期間につ

いてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっている。しかしながら、

３回の被保険者期間のうち、最初の被保険者期間を失念するとは考え難い。 

また、管轄社会保険事務所が保管するＢ社に係る厚生年金保険被保険者名簿

を見ると、申立人と同一時期（おおむね２年以内）に被保険者資格を喪失して

おり、社会保険庁の記録において、脱退手当金の支給が確認できた 14 人の同

僚の欄には、脱退手当金を支給したことを示す｢脱｣の表示があるが、申立人の

欄にはその表示が無い。 

さらに、申立人は、脱退手当金が支給決定されたこととなっている時期には、

既に国民年金に加入し国民年金保険料を納付しており、申立人がその当時脱退

手当金を請求する意思を有していたとは考え難い上、脱退手当金が支給された

とする額は法定支給額と 197円相違しており、その原因は不明である。 

これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



大阪厚生年金 事案 4705 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 25年７月 31日から同年８月１日までの厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立人のＡ事業所における資格喪失日に係る記録を同年８月１日に訂正

し、同年７月の標準報酬月額を 2,000円とすることが必要である。   

なお、事業主は、申立人に係る昭和 25 年７月の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 27年４月１日から 28 年１月 13 日

までの厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、申立人のＢ社における資格取得日に係る記録を 27 年４月１日

に訂正し、同年４月から同年 12 月までの標準報酬月額を 8,000 円とすること

が必要である。   

なお、事業主が申立人に係る昭和 27年４月から同年 12月までの厚生年金保

険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25年７月 31日から同年８月１日まで 

             ② 昭和 26年４月 29日から 28年１月 13日まで              

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間に

ついて加入期間が無いとの回答を受けた。Ａ事業所、Ｃ社及びＢ社において

厚生年金保険に加入していたはずなので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、複数の同僚の陳述内容及び同僚の被保険者記録から

判断すると、申立人が申立期間もＡ事業所及びＣ社に継続して勤務し（昭和

25 年８月１日にＡ事業所からＣ社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①に係る標準報酬月額については、申立人のＡ事業所におけ

る昭和 25 年６月の社会保険事務所の記録から、2,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が資格喪失日を昭和 25 年８月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事



務所がこれを同年７月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業

主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る同年７月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、複数の従業員の証言から、申立人は、申立期間にＢ

社に勤務していたことが認められる。 

また、Ｂ社が厚生年金保険の新規適用事業所となった昭和 27 年４月１日以

前より同社に勤務していたとする複数の社員は、社会保険庁の記録において、

同社が厚生年金保険の新規適用事業所となった日に被保険者資格を取得して

いることが確認できる。 

さらに、社会保険庁の記録において、申立人と同一日（昭和 26 年４月 29

日）にＣ社を退職し申立人をＢ社に誘ったとされる同僚は、社会保険庁の記録

において、昭和 27 年４月１日に同社において厚生年金保険の被保険者資格を

取得していることが確認できる。加えて、同僚のうち一人は、「申立人及び申

立人を同社に誘ったとされる同僚は、昭和 26 年８月ごろ既に同社に在籍して

いた。」旨陳述しており、当該陳述をしている同僚も同社の新規適用日である

同年４月１日に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②のうち、昭和 27 年４

月１日から28年１月13日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②のうち、昭和 27 年４月１日から 28 年１月 13 日までの期

間に係る標準報酬月額については、Ｂ社における同僚の 27 年４月の社会保険

事務所の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該

事業所が昭和 61 年 12月 26 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっ

ているため不明であり、このほかに確認できる関連資料及び周辺事業は無いこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間②のうち、昭和 26 年４月 29日から 27 年４月１日までの期

間については、Ｂ社は厚生年金保険の適用事業所となっておらず、当該期間に

係る厚生年金保険の事業主による控除については、これを確認できる関連資料

及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②のうち、昭和 26 年４月 29

日から 27 年４月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 

 



大阪国民年金 事案 3515 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年 10 月から 45 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 10月から 45年３月まで 

    私が 20歳になった昭和 42年ごろ、母がＡ市役所で私の国民年金の加入手

続をしてくれたと思う。 

私は、申立期間当時、Ｂ市に住んで大学に通学していたが、実家に帰省す

るたびに母から、私の国民年金保険料を納付していたと聞かされていたので、

母が定期的に私の保険料を納付してくれていたと思っている。 

私は、申立期間当時、保険料の納付についてすべて母親に任せていたため、

申立期間の保険料額及び納付方法等詳細は分からないが、母は私の申立期間

の保険料を納付してくれていたと思うので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人が 20歳に到達した昭和 42年ごろに、申立人の母が申立人

の国民年金の加入手続を行い、その母が、申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたと申し立てている。 

しかし、申立人に係る社会保険庁の記録をみると、申立人は、厚生年金保険

被保険者資格の喪失に伴い、平成 12 年９月に国民年金第３号被保険者資格を

取得しているが、その際、申立期間の申立人の国民年金資格が未加入から強制

加入期間の未納期間に訂正されていることが確認でき、申立人が所持する国民

年金手帳にもこれに符合する記載があることから、申立人は、申立期間当時は

国民年金に未加入であり、当時、保険料を納付することができない上、申立人

が申立期間の国民年金被保険者資格を取得した同年９月の時点では、申立期間

の保険料は、制度上、時効により納付することができない。 

また、申立期間は、基礎年金制度が導入される前の期間であり、国民年金保

険料を納付するためには、国民年金に加入して国民年金手帳記号番号が払い出



されていることが必要であるが、申立人に係る氏名別読みによる検索及び申立

期間当時に申立人の住民票が登録されていたとされるＡ市を管轄するＣ社会

保険事務所における国民年金手帳記号番号払出簿の内容の調査、確認したが、

申立期間当時に申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出されたことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人は、国民年金加入手続、申立期間に係る保険料納付手続など

に直接関与しておらず、保険料を納付したとする申立人の母は既に死亡してい

ることから、当時の国民年金への加入状況及び申立期間の保険料納付状況等の

詳細は不明である。 

加えて、申立人の母が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに申立期間について申立人の保険

料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3516 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、昭和 36年４月から 49年３月までの期間、57 年 1

月から同年４月までの期間、平成５年５月、同年８月及び同年 10 月から 11

年 12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

なお、申立期間のうち、昭和 49年４月から 56年 12月までの期間、57年５

月から平成５年４月までの期間、同年６月及び同年７月並びに同年９月の保険

料については、社会保険庁の記録では納付済みとされていることから、納付記

録を訂正する必要はない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から平成 11年 12月まで 

    Ａ市Ｂ区在住の昭和 36 年４月から 56 年 12 月までの期間及びＣ市在住の

57年１月から 61年３月までの期間の保険料は、いずれも私自身がＤ金融機

関Ｅ支店で納付した。また、同年４月から平成７年６月までの保険料は、私

自身がＦ社会保険事務所で納付している。同年７月から８年２月までの保険

料はＧ社から、同年３月から 11 年６月までの保険料はＨ社から納付されて

いるはずである。昭和 42 年 10 月から同年 12 月までの期間及び 56年 10 月

から 57 年１月までの期間の計７か月以外はすべて保険料を納付しているは

ずであり、申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は昭和 42 年 10 月から同年 12 月までの期間及び 56 年 10 月から 57

年１月までの期間の計７か月を除き、36 年４月から平成 11 年 12 月まで、継

続して国民年金保険料を納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の社会保険庁の記録をみると、申立期間のうち、昭和 49 年

４月から 56 年 12 月までの期間、57 年５月から平成５年４月までの期間、同

年６月及び同年７月、並びに同年９月の保険料は納付済みとなっており、また、

７年７月から８年２月は厚生年金保険加入期間となっているが、その他の期間



は未納の記録となっている。 

次に、申立人の国民年金の加入状況をみると、昭和 36 年４月にＩ社会保険

事務所（現在は、Ｊ社会保険事務所。）から払い出された手帳記号番号と 51

年２月にＫ社会保険事務所（現在は、Ｌ社会保険事務所。）から払い出された

手帳記号番号の二つの手帳記号番号が払い出されていることが、国民年金手帳

記号番号払出簿から確認できる。 

しかし、Ｉ社会保険事務所の手帳記号番号払出簿には「不在消除」と記載さ

れていることから、最初に払い出された手帳記号番号で納付されたとは考え難

い。また、Ｋ社会保険事務所から払い出された手帳記号番号では、申立期間の

うち、昭和 36年４月から 48年 12月までの期間の保険料は時効の成立により、

制度上納付できない期間となる上、Ａ市では昭和 47 年度までの保険料納付方

法は印紙検認方式であり、昭和 36 年４月から金融機関で納付していたとする

陳述とは符合しないとともに、49 年１月から同年３月までの保険料は払出時

点において過年度納付が可能であるが、申立書には納付方法その他、過年度納

付の可能性を示す記載が無く、過年度納付が行われた事情は酌み取ることがで

きない。 

申立期間のうち、昭和 57 年１月から同年４月までの保険料については、昭

和 58 年度に催告を行っていることが特殊台帳より確認でき、この期間の保険

料を現年度納付していなかったと推測できる上、申立書の記載からは過年度納

付が行われたとの事情を酌み取ることができない。 

申立期間のうち、平成５年５月、同年８月及び同年 10 月から７年６月まで

の期間の保険料について、申立人はこれらの期間を含む昭和 61 年４月から平

成７年６月までの期間の保険料をＦ社会保険事務所で納付したと申し立てて

いるが、当時、社会保険事務所では前納の場合を除いて保険料の受領を行って

いない上、申立人が当時在住していたＣ市は当時、Ｌ社会保険事務所の管轄で

あり、たとえ前納であっても管轄外の社会保険事務所で保険料を納付すること

はできないことから、申立内容と符合しない。 

申立期間のうち、平成７年７月から８年２月までの保険料については、この

期間、申立人は厚生年金保険に加入していることから、国民年金保険料を納付

する必要が無く、勤務先を通して保険料を納付していたとは考え難い。 

申立期間のうち、平成８年３月から 11年 12 月までの保険料については、Ｌ

市の国民年金被保険者記録より、同年 10 月６日付けの社会保険事務所からの

転入事実調査票に基づき、同年 10月 20日に職権転入処理をしたことが確認で

きることから、申立人がＬ市への転居の際、国民年金に関する転居手続を行っ

ていなかったことが分かり、継続的に保険料を納付していたとは考え難い上、

申立人は、当時勤務していたＧ社から納付されているはずであると申し立てて

いるが、同社の厚生年金保険被保険者名簿には申立人の名前は無く、また、国

民年金は個人で加入するものであり、同社が申立人の国民年金保険料を納付し



たとは考え難い。 

さらに、申立人が未納を認めている期間のうち、昭和 56 年 10 月から同年

12 月の保険料は社会保険庁の記録では納付済期間となっていること等から、

申立人に当時の事情等を確認すべく、再三にわたり電話・文書で連絡を取ろう

としたが、申立人からの連絡は無く、当時の事情等を明らかにすることはでき

なかった。 

加えて、申立人は、保険料を納付したことを示す資料として、被保険者記録

照会画面写し及び国民年金手帳の写しを添付しているが、この被保険者記録照

会画面写しはオンラインデータと符合せず、Ｌ社会保険事務所に存在しない歳

入徴収官印が押されているなど不自然な点が多く、真正なものとは認め難い。

また、年金手帳の写しも保険料納付を確認できるものではない。 

このほか、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、旧名も

含め、別の読み方による氏名検索を行ったが、その形跡は見当たらず、申立人

に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見

当たらない上、ほかに申立人が、申立期間のうち、未納の記録となっている期

間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情等も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 36 年４月から 49 年３月までの期間、57 年 1 月から同年４月までの期間、

平成５年５月、同年８月及び同年 10 月から 11 年 12 月までの期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3517 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39年８月から 45年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年８月から 45年３月まで 

昭和 39 年 10 月に結婚して、40 年ぐらいに夫がＡ市役所で国民年金の加

入手続をしたと思う。Ａ市に居住していたころ、友人から国民年金保険料の

未納分をまとめて納付した話を聞き、私も保険料の未納分をまとめて納付し

た。当時の保険料額は月額 100円だったので、４年分ぐらいまとめて保険料

を納付した記憶がある。その後は、自宅に集金人が来て、その方に保険料を

納付していた。50 年にＢ市Ｃ区へ引っ越しをして、61 年に災害を被り証拠

書類は焼失した。 

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ市に居住していたころ、友人から国民年金保険料の未納分をま

とめて納付した話を聞き、当時の保険料額は月額 100円だったので、４年分ぐ

らいまとめて未納分の保険料を納付したと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金加入時期をみると、国民年金手帳記号番号払出簿

から昭和 43 年１月に手帳記号番号が払い出されていることが確認できること

から、このころ加入手続を行ったものと推定でき、40 年ごろ加入手続をした

とする陳述と符合しない。 

また、申立人の資格記録をみると、社会保険庁の記録から、申立人の国民年

金加入日が、当初昭和 36年４月１日となっていたものが、平成 16年７月１日

に昭和 39 年８月１日へ変更されていることが確認できるが、保険料をさかの

ぼって納付する場合、過去の厚生年金保険加入期間を確認するのが通常であり、

仮に、申立期間の保険料を納付したのであれば、この時点で国民年金加入時期

の訂正が行われると考えるのが自然である。 



さらに、申立人は、保険料をさかのぼって納付した後は、集金人に納付して

いたと陳述しているところ、申立人の納付状況をみると、昭和 45 年４月から

保険料が現年度納付されていることから、申立人が保険料をさかのぼって納付

したとする時期は、同年４月ごろと考えられる。当時、申立内容どおりに、過

去の未納となっている保険料を、当時の保険料額でさかのぼって納付する制度

が実施されていたが、申立人の友人は、申立人に保険料をさかのぼって納付で

きる話はしたものの、申立人が実際に納付したかどうかは知らないと陳述して

おり、申立人が、申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情を聞く

ことはできなかった。 

加えて、申立人は、納付したとする保険料額及び納付方法などの記憶が定か

でなく、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3518 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

結婚してＡ市からＢ市に転居したが、当時、近所の集金人からしつこく国

民年金に加入するように勧められて加入した。夫も国民年金には未加入だっ

たので、その時に夫婦一緒に加入した。加入したらすぐに、夫婦二人分の昭

和 36 年度の保険料 2,400 円を自宅で集金人に納付した。その数か月後に集

金人が自宅に来て、37 年度の保険料を納付した。また、その数か月後にも

38年度の保険料を同じように納付した。39年度及び 40年度の保険料の納付

方法は忘れたが、納付したのは間違いない。 

申立期間の保険料が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ｂ市に転居後、近所の集金人からしつこく国民年金に加入するよ

うに勧められて加入し、昭和 38年度までの保険料はさかのぼって納付し、39

年度及び 40年度の保険料の納付方法は忘れたが、納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金加入時期をみると、申立人の国民年金手帳記号番

号は、昭和 40年７月 20日に払い出されていることが手帳記号番号払出簿によ

り確認できることから、このころに加入手続が行われたものと推定される。こ

の場合、36年４月から 38年３月までの保険料は時効により制度上、納付でき

ないほか、同年４月から 40年３月までの保険料は過年度納付が可能であるが、

過年度保険料は集金人に納付できないため、自宅にて保険料を納付したとする

申立人の陳述とは符合しない。 

また、この国民年金加入手続は強制適用による手続であると推測される上、

特殊台帳を見ると、国民年金加入手続後の申立期間は保険料が納付されておら

ず、続く昭和 41年４月から 42年３月までの保険料は申請免除となっているこ



とから、当時、保険料納付が滞る何らかの事情があったものと考えられる。 

さらに、申立期間は 60か月と長期間である上、夫婦二人分の保険料を一緒

に納付したとする申立人の夫も申立期間は未納の記録となっており、行政側が

これだけの長期にわたり夫婦二人分共に事務的過誤を継続するとは考え難い。 

加えて、申立人は、保険料をさかのぼって納付した際には、現金で１年分納

付し、横長で 12か月の領収欄がある領収書に、各月の欄に領収印を押しても

らい、その領収書を受け取ったと陳述しているが、当時はそのような納付書及

び収納方法は存在せず、ほかの納付に関する記憶違いであることも否定できな

い。 

このほか、別の手帳記号番号による納付の可能性について、氏名検索を行っ

たほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所の払出簿の内容を確認したが、

その存在をうかがわす形跡は無かった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3519 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年 12 月から 58 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53年 12月から 58年３月まで 

    先に勤めていた会社を退職してすぐに再就職したが、その会社は厚生年金

保険が適用されていなかったので老後が心配になり、妻と相談して国民年金

に加入したと思う。再就職してすぐに加入手続をしたように思うが、手続に

ついては、はっきりとは覚えていない。妻は、私が厚生年金保険に加入して

いる期間も国民年金に加入しており、申立期間の保険料は妻の分と一緒に集

金人に納付していた。申立期間の保険料が未納とされているのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、再就職した会社が厚生年金保険に加入していなかったため、再就

職後すぐに国民年金に加入し、加入後の国民年金保険料を妻の分と一緒に夫婦

二人分を継続して納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入状況をみると、申立人の国民年金手帳記号

番号が昭和 58年 11月４日に払い出されていることが、同手帳記号番号払出簿

より確認できる。また、申立人の前後の手帳記号番号の任意加入者の加入日か

ら、申立人の国民年金加入手続が同年 10月 24日から同年 10 月 28日の間に行

われたことが確認でき、加入手続時点において、申立期間のうち、56 年６月

以前の保険料は、時効により制度上保険料を納付できない上、同年７月から

58 年３月までの保険料は過年度納付しかできず、妻の保険料とともに集金人

に現年度納付していたとの陳述に符合しない。 

また、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、旧姓を含む

別の読み方による氏名検索を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事

務所で手帳記号番号払出簿を縦覧調査したが、その形跡は見当たらず、申立人



に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

さらに、国民年金の加入手続について、申立人及びその妻の記憶は曖昧
あいまい

であ

る上、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情等も

見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3520 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 35 年 10 月から 36 年３月までの期間及び 39 年４月から 42 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 35年 10月から 36年３月まで 

           ② 昭和 39年４月から 42年３月まで 

    昭和 35 年 10 月に市役所から女性職員が来て国民年金に加入し、その後、

51 年４月まで継続的に納付した。夫の年金については義父が経営していた

工場で加入手続及び保険料納付を行ってくれていたため、私は自分の分だけ

手続をし、保険料納付を行っていた。当時は３か月に１回の納付で、申立期

間の保険料はいずれも集金人に納付していた。 

納付漏れもあったかもしれないが、その分は、夫の死後、昭和 43 年１月

にまとめて納付した。申立期間が未納とされているのは、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 35 年 10月に国民年金に加入し、以後、51年 10月まで継続

的に納付しており、集金人に納付できなかった保険料は夫の死後、43 年１月

にまとめて納付したと申し立てている。 

しかし、国民年金制度は昭和35年10月より加入手続を開始しているものの、

保険料の徴収開始は 36 年４月からであり、申立期間①は保険料徴収開始以前

にあたることから、保険料を納付することはできない。 

次に、申立期間②について、申立人の国民年金の加入状況をみると、申立人

は昭和36年５月22日に夫と連番で国民年金手帳記号番号の払出しを受けてい

ることが、手帳記号番号払出簿より確認できる。したがって、申立期間②の保

険料は現年度納付が可能であるが、申立人は夫の死後、43 年４月にＡ市Ｂ支

所に母子年金の受給手続に行ったところ、既に手続の期限切れであると言われ、

受給できなかったと陳述している。申立人の場合、母子年金を受給するには、



申立人の国民年金被保険者期間について、ⅰ）基準月（申立人の場合、昭和

42 年 10 月。）の前１年間（昭和 41 年 10 月から 42 年９月まで。）が保険料納

付期間であること、ⅱ）基準月の前３年間（昭和 39 年 10 月から 42 年９月ま

で。）が保険料納付済期間又は保険料免除期間であること、のいずれかを満た

す必要がある。仮に、申立期間②が納付済みであれば、これらの要件を満たし

ており、手続が同年４月以降であっても母子年金を受給することができたと考

えられ、当時のＡ市の被保険者台帳においても、申立期間②は納付済みの記録

とはなっていなかったと推測される。 

また、申立人所持の年金手帳より、昭和 42 年度分保険料を昭和 43 年１月

16日にまとめて納付していることが確認できる。この納付時点では、40年 10

月から 42 年３月までの保険料は過年度納付が可能であるが、申立人は当時、

年金手帳に検認印を押してもらった以外に領収証書を受け取った記憶は無い

上、過年度保険料を収納できなかった市の窓口で保険料を納付したと陳述して

おり、過年度納付したとは考え難い。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、旧姓を含

め、別の読み方による氏名検索を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保

険事務所で手帳記号番号払出簿を縦覧調査したが、その形跡は見当たらず、申

立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情

等も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3521 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年４月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 50年３月まで 

    私は、結婚した直後の昭和 46 年７月ごろ、Ａ市役所で妻と共に国民健康

保険に加入した時に、夫婦二人分の国民年金の加入手続をした。その後、

48年３月までは集金人に、同年４月から 50 年３月までは金融機関で妻が夫

婦二人分の保険料を納付した。また、49年４月から 50年３月までの申請免

除については、私も妻も手続した記憶が無く保険料は納付していたはずで

ある。申立期間の保険料が未納及び免除とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 46 年７月ごろに妻と共に国民年金の加入手続を行い、申立

期間の保険料については妻が夫婦二人分を納付し、また、この期間に含まれる

49 年４月から 50 年３月までについては、免除申請の手続をした記憶は無く、

この期間の保険料も納付していたと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金加入時期をみると、国民年金手帳記号番号は、昭

和47年９月30日に払い出されていることが社会保険庁の手帳記号番号払出簿

から確認できるが、申立人の妻の手帳記号番号払出日が 46年７月 16日となっ

ていることから、夫婦が同時に加入手続をしたとの陳述と符合しない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号払出時点では、申立期間のうち、昭和

46年４月から 47年３月までの保険料は現年度納付することはできず、申立期

間の保険料は、夫婦二人分を一緒に申立人の妻が現年度納付していたとの陳述

と符合しない上、夫婦の納付状況をみると、申立期間直後の 50 年４月から同

年６月までの申立人の保険料は集金人に納付しているが、妻の保険料は金融機

関で納付しており、夫婦の納付方法が異なっていたものが、その後の同年７月

以降は夫婦が一緒に夫婦二人分を納付していることが確認できることから、申



立人の納付は同年４月から始まったとみるのが自然である。 

さらに、申立人は、保険料納付に直接関与しておらず、加入手続及び保険料

納付についての記憶が定かでないほか、申立人の妻からも、申立期間の保険料

を納付したことをうかがわせる具体的な陳述を得ることはできなかった。 

加えて、昭和 49年４月から 50年３月までの申請免除については、その直前

が未納の記録となっていることから、当時、保険料納付が滞る事情があったこ

とが推察される。 

そのほか、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、申立期

間の居住地を管轄する社会保険事務所において手帳記号番号払出簿を確認し

たが、申立人の記録は見当たらず、ほかに申立人に対して別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3522 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年９月から 42年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年９月から 42年３月まで 

    私は、住み込みで働いていた昭和 36 年９月ごろに、国民年金に入らない

といけないと雇い主に言われ、奥さんに加入手続をしてもらった。月額 200

円の保険料を給料から天引きされ、奥さんが女性の集金人に渡していたこ

とを覚えている。同年９月から 42年３月までの保険料は納付されているは

ずなので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 36年９月ごろに雇い主の勧めで国民年金の加入手続を行い、

保険料は雇い主が給料から天引きし納付していたと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 42 年３

月 31 日に元夫と夫婦連番で払い出されていることが同手帳記号番号払出簿か

ら確認でき、このころに申立人の国民年金の加入手続が行われたものと推定さ

れる。この時点において、申立期間のうち、36 年９月から 39 年 12 月までの

保険料は時効により納付できず、40年１月から 42年３月までの保険料は過年

度納付及び現年度納付が可能であるが、申立人はまとめ払いをした記憶は無い

と陳述している。 

また、申立人は、国民年金の加入手続をしてくれたとする雇い主の妻からは、

年金手帳を受けとった記憶が無いと陳述している上、給料からは保険料として

200円を天引きされており、納付時に領収書を受け取ったことがあると陳述し

ているが、申立期間当時の納付方式及び保険料額とも符合しておらず、申立人

の陳述からは、申立期間の保険料が納付されたことをうかがわせる事情は確認

できなかった。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性について、別の読み



方による氏名検索を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所の手

帳記号番号払出簿の内容を確認したがその形跡は見当たらなかった。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3523 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 10年６月から 14年８月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年６月から 14 年８月まで 

会社を退職した直後の平成 10年６月ごろにＡ市役所で加入手続をした。

その時に、収入が無くなったと窓口に相談すると、免除申請を勧められたの

で、夫婦二人の免除を申請し承認を受けた。その後も毎年６月ごろに妻と一

緒に同様の申請を行い、承認を受けており、督促で納付書が送られてきた記

憶も無い。 

息子についても、申立期間の前後の時期に私たち夫婦と同じように免除申

請を行ったが、息子はきちんと記録されているのに、私たちが未納とされて

いるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 10 年６月ごろに加入手続を行い、その際、夫婦二人分の保

険料の免除を申請し、その後も毎年６月ごろに免除申請して承認を受けてきた

ので、申立期間の未納扱いとされていることに納得できないと申し立てている。 

そこで、申立人の加入手続時期についてみると、申立期間当時、Ａ市に居住

していた申立人が免除申請を行うためには、同市において資格取得届を提出す

る必要があった。しかし、同市では、国民年金制度発足時から平成 14 年３月

までの間に、同市において資格取得届を提出した者について被保険者名簿を作

成、保存しているが、申立人について同名簿は存在せず、同年３月までの間に

同市において資格取得届がなされた形跡は見られない。 

また、申立人夫婦の免除記録をみると、平成 14 年 10 月 31 日に夫婦で初め

て免除申請を行い、申立人は同年９月から 15 年５月まで、申立人の妻は 14

年９月から 15 年６月までの期間で承認されていることが社会保険庁のオンラ

イン記録から確認できるものの、夫婦二人について申立期間の免除記録は見当



たらず、一緒に免除申請したとする申立人の妻の納付記録も、申立人と同様、

未納となっている。 

さらに、申立人に対しては平成 16年２月 12 日に、その妻には 15年１月 27

日にそれぞれ国庫金納付書が作成されていることが社会保険庁のオンライン

記録から確認できる。この点については、申立期間のうち、時効が完成してい

なかった、申立人は 14年１月以降分について、申立人の妻は 13年１月以降分

について催告されたものと推定できるなど、免除承認されていた形跡はうかが

えない。 

加えて、申立人は、口頭意見陳述において、市の国民年金窓口で勧められ平

成 10 年６月ごろに半額免除を申請したと陳述しているところ、半額免除の運

用が始まったのは平成 14年度からであり、当時の制度とは整合しない。 

また、申立人が申立期間について免除申請の承認を受けるためには、少なく

とも５回の申請が必要であり、行政側が夫婦そろってこれほど誤った事務処理

を繰り返すとは考え難い。 

そのほか、別の手帳記号番号による免除承認の可能性を検証するため、社会

保険庁のオンライン記録により、別読みによる申立人の氏名の確認を行ったが、

別の手帳記号番号の存在はうかがえず、また、申立期間の免除承認をうかがわ

せる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立期間について、国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3524 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 10年６月から 14年８月までの国民年金保険料については、免

除されているものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年６月から 14 年８月まで 

夫が会社を退職した直後の平成 10年６月ごろにＡ市役所で第３号から第

1号への種別変更手続をした。その時に、夫の収入が無くなったと窓口に相

談すると、免除申請を勧められたので、夫婦二人の免除を申請し承認を受け

た。その後も毎年６月ごろに夫と一緒に同様の申請を行い、承認を受けてお

り、督促で納付書が送られてきた記憶も無い。 

息子についても、申立期間前後の時期に私たち夫婦と同じように免除申請

を行ったが、息子はきちんと記録されているのに、私たちが未納とされてい

るのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 10 年６月ごろに種別変更手続を行い、その際、夫が夫婦二

人の免除を申請し、その後も毎年６月ごろに免除申請して承認を受けてきたの

で、申立期間の未納とされていることに納得できないと申し立てている。 

そこで、第３号被保険者であった申立人が免除申請を行うために必要な第１

号被保険者への種別変更手続時期をみると、申立人の夫が平成 10 年６月 30

日に厚生年金保険に係る資格を喪失したことに伴い、申立人に対し同年８月

26 日に「第１号被保険者該当勧奨対象者」としてリストが作成され、これに

基づく勧奨を受けて、同年 9 月 14 日に種別変更手続を行っていることが社会

保険庁のオンライン記録から確認でき、同年６月ごろに免除申請を行ったとす

る陳述とは符合しない。 

また、申立人夫婦の免除手続を行っていたとする申立人の夫が、申立期間に

ついて免除申請を行うためには、厚生年金保険に係る資格喪失後、直ちに、Ａ

市において国民年金に係る資格取得届を提出する必要があった。しかし、同市



では、国民年金制度発足時から平成 14 年３月までの間に、同市において資格

取得届を提出した者について被保険者名簿を作成、保存しているが、申立人の

夫について同名簿は存在せず、同年３月までの間に同市において資格取得届が

なされた形跡は見られない。 

さらに、申立人夫婦の免除記録をみると、平成 14 年 10月 31 日に夫婦で初

めて免除申請を行い、申立人は同年９月から 15年６月まで、申立人の夫は 14

年９月から 15 年５月までの期間で承認されていることが社会保険庁のオンラ

イン記録から確認できるものの、夫婦二人について申立期間の免除記録は見当

たらず、一緒に免除申請したとする申立人の夫の納付記録も、申立人と同様、

未納となっている。 

加えて、申立人に対しては平成 15 年１月 27 日に、申立人の夫に対しては

16年２月 12日にそれぞれ国庫金納付書が作成されていることが社会保険庁の

オンライン記録から確認できる。この点については、申立期間のうち、時効が

完成していなかった、申立人は 13 年１月以降分について、申立人の夫は 14

年１月以降分について催告がなされたものと推定でき、免除承認されていた形

跡はうかがえない。 

そのほか、申立人が申立期間について免除申請の承認を受けるためには、少

なくとも５回の申請が必要であり、行政側が夫婦そろってこれほど誤った事務

的処理を繰り返すとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立期間について、国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3525 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年４月から 44年３月までの期間及び 50年２月から 52年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43年４月から 44年３月まで 

② 昭和 50年２月から 52年３月まで 

私は、昭和 45年ごろまで学生だったので、43年４月に母が国民年金への

加入手続を行い、同年４月から 46年８月までの保険料を納付してきたので、

申立期間①が未納とされているのは納得できない。 

また、私は、昭和 50年２月に結婚し、同年２月から主人が私の保険料を

納付してきたので、申立期間②が未納とされているのは納得できない。私は、

保険料を納付する意志があるから、資格の取得のための手続、氏名変更及び

住所変更をきっちり、速やかに届け出た。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 43 年４月に母親が国民年金への加入手続を行うとともに、

同月から申立人の保険料を納付してきたし、結婚後は 50 年２月から夫が申立

人の保険料を納付してきたと申し立てている。 

そこで、申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期を

みると、昭和 44 年６月に払い出されていることが、同手帳記号番号払出簿か

ら確認でき、43 年４月に母親が加入手続を行ったとする申立人の陳述とは符

合しない。 

また、母親の国民年金手帳記号番号は、昭和 38 年９月に払い出されている

ことが同手帳記号番号払出簿から確認できるとともに、納付を開始したのは、

資格を取得した昭和 36 年度からではなく、加入手続年度（国民年金手帳記号

番号払出年度）である 38 年度からであること、また、申立人も、母親と同様

に加入手続年度である 44 年度から納付を開始していることが社会保険庁のオ

ンライン記録から確認でき、ともに母親の納付姿勢としての共通点がうかがわ



れる。 

さらに、申立人の母親は、夫が厚生年金保険に加入した昭和 44 年５月に国

民年金の資格を喪失した後は、本来、国民年金に強制加入となるべき期間を含

めて、年金制度に未加入であることが、社会保険庁のオンライン記録から確認

でき、必ずしも納付意識が高かったとは言い難い。 

次に、申立期間②についてみると、申立人は、昭和 50 年２月の結婚を契機

にＡ市からＢ市へ転居していることから、転居地のＢ市で保険料を納付するた

めには、同市において国民年金に係る住所変更手続を行う必要がある。一方、

この手続に伴う社会保険事務所間の被保険者台帳の移管は、婚姻から３年近く

経過した 53 年１月７日になされていることが特殊台帳の記録から確認できる

とともに、移管年度である昭和 52 年度から納付済みの記録となっていること

が、市の被保険者名簿及び社会保険庁の特殊台帳から確認できる。 

また、申立人の保険料を納付したとする夫の資格記録をみると、厚生年金保

険の資格の喪失に伴い、昭和 52 年９月に初めて国民年金の資格を取得し、同

年９月から納付済みの記録となっていることが、市の被保険者名簿及び社会保

険庁のオンライン記録から確認できる。 

これらの点を踏まえると、申立人の国民年金に係る住所変更手続は、申立人

の夫が昭和 52 年９月に厚生年金保険の資格を喪失したことに伴いなされたも

のと推定でき、50 年２月の結婚を契機に速やかに届出を行い、夫が納付を開

始したとする申立人の陳述とは符合しないほか、手続時点においては、申立期

間の一部は時効の成立により、既に保険料を納付できない期間になっている。 

なお、申立人の資格記録をみると、申立人所持の年金手帳、市の被保険者名

簿及び社会保険庁のいずれの記録においても、本来あるべき結婚に伴う任意加

入への変更記録が無いまま、強制加入として認識されている。この点について

は、正しくは任意加入とされるべき期間が存在したものの、加入手続時期にお

いて夫が既に厚生年金保険の資格を喪失していたことから、市では、誤って強

制加入と認識したものと推定できる。 

さらに、申立期間②は３年度、26 か月に及び、行政側がこれほど長きにわ

たり事務処理の誤りを継続するとは考え難い。 

加えて、申立期間①及び②につき、別の国民年金手帳記号番号による納付の

可能性を検証するため、社会保険庁のオンライン記録により、旧姓を含めた別

読みによる申立人の氏名の確認を行ったほか、当時の住所地を管轄する社会保

険事務所において同手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認したが、別の同手

帳記号番号の存在はうかがえず、また、申立期間の保険料納付をうかがわせる

周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3526 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 年２月から 41年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年２月から 41 年 12 月まで 

私は、Ａ業務事業所に勤めていたが、経営者から国民年金と国民健康保険

に加入するように言われ、昭和 38年２月に加入した。加入手続は母親が行

い、母親には毎月食費代と保険料代を渡して納付を依頼していたので、申立

期間が未納とされているのは納得できない。 

また、毎月、市の職員が集金に来てくれると母親が言っていたし、時期は

覚えていないが一括して納付できる制度があったはずで、申立期間当時に納

付していなかったら、その制度で納付したはずだ。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 38 年２月に国民年金への加入手続を母親に依頼し、毎月保

険料代を母親に渡して納付を依頼していたので、同年２月から保険料を納付し

ているはずだと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出日をみると、昭和 41 年８月

であることが同手帳記号番号払出簿から確認できる。この場合、払出時点では、

申立期間のうち、39 年６月以前は時効の成立により、既に保険料を納付でき

ない期間となっているほか、38 年２月に国民年金に加入したとする申立人の

陳述と符合しない。 

また、申立人には、申立期間当時、母親が現年度納付していない場合は、特

例納付制度を利用して納付したはずだとの陳述があるが、最初の特例納付実施

時期（昭和 45 年７月から 47 年６月まで。）には、申立人は既に結婚し、Ｂ市

に転居しており、この時期に母親が特例納付することは考え難い。 

さらに、申立期間は 47 か月と長く、これだけ長期にわたり行政側が事務処

理の誤りを継続することも考え難い。 



加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、社

会保険庁のオンライン記録により、別読みによる申立人の氏名の確認を行った

ほか、当時の住所地を管轄する社会保険事務所において同手帳記号番号払出簿

の内容をすべて確認したが、別の同手帳記号番号の存在はうかがえず、また、

申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3527 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年３月から 52 年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年３月から 52年 12 月まで 

    私は、昭和 47 年２月に結婚後、区役所で国民健康保険と一緒に国民年金

に加入した。その時、職員から私の分だけは保険料をさかのぼって納付する

ように言われたので、44年３月までさかのぼって保険料を納付した。 

その後は、夫婦二人分の保険料を私が一緒に納付してきたのに、申立期間

について、夫が納付済みであり、私だけ未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 47 年２月に結婚後、区役所で国民健康保険と一緒に国民年

金に加入し、申立人の保険料のみを 44 年３月までさかのぼって納付したと申

し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入時期を調査すると、申立人に係る国民年金

手帳記号番号の前後の任意加入被保険者の資格取得日から、昭和 55年 12月に

国民年金の加入手続が行われたものと推定され、加入時期において申立内容と

大きく異なる上、申立人の特殊台帳を見ると、同年 12 月に、その時点で時効

にかからず納付が可能であった53年１月から55年３月までの２年３か月の保

険料をさかのぼって過年度納付していることが確認できる。したがって、申立

期間の保険料は、時効により納付することができなかったものと考えられると

ともに、申立人が国民年金に加入した際に、さかのぼって納付したとする保険

料は、当該過年度納付であった可能性も否定できない。 

また、申立人が国民年金に加入後、夫婦二人分の保険料を一緒に納付してき

たとする申立人の夫についてみると、昭和 41 年度の適用対策により、当時、

夫が実家において同居していたとする夫の兄及び兄の妻並びに夫の姉と同時

期に国民年金手帳記号番号が払い出されるとともに、ともに昭和 41 年４月か



ら保険料の納付を開始し、一部の未納期間もすべて一致している上、いずれも

申立期間のうち、申立人の結婚後の期間は、保険料を完納していることを踏ま

えると、夫の保険料は、結婚後も夫の実家において納付されていたものとみる

のが自然であり、夫の特殊台帳を見ると、申立人の加入手続が行われたとみら

れる 55年 12月に、国民年金の記録上の住所が、申立人と同じ住所に変更され

ていることが確認できることから、申立人は、この時から、夫婦二人分の保険

料を一緒に納付していたものと考えられる。 

   さらに、申立人が、申立てどおり、申立期間の保険料を納付するためには、

別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であるところ、申立期間に係る手帳

記号番号払出簿の内容をすべて確認し、各種の氏名検索を行ったが、申立人に

対し、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当た

らなかった。 

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料(家

計簿、確定申告書控等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 3528 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年４月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月から 50年３月まで 

    私は、昭和 46 年５月に結婚し、Ａ市からＢ市Ｃ区に転居してきたが、そ

の時に 44 年４月までさかのぼって未納分の保険料を全額納付した。その後

も３か月に一度、年金手帳に印をもらっていた。 

    申立期間は、夫が納付済みとなっており、私は免除手続をした記憶も無い

のに、免除とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 46 年５月に結婚し、Ａ市からＢ市Ｃ区に転居した際、申立

期間の保険料をさかのぼって納付し、その後は、３か月に一度、年金手帳に印

を押してもらっていたと申し立てているが、申立人及びその夫に当時の状況に

ついて聴取したところ、夫婦共に、Ｃ区において保険料を納付していたとする

場所、その納付方法及び納付金額等について、さかのぼって納付したとする保

険料を含めて具体的な記憶は無いと陳述しているほか、申立人の夫は、夫婦で

Ｃ区に居住していた当時も、Ｂ市Ｄ区にある夫の実家で両親と共に仕事をして

いたので、夫の両親が、両親の保険料と一緒に夫自身の保険料を集金人に納付

していたことは記憶にあると陳述している。 

そこで、申立人が所持する申立人の夫の国民年金手帳を見ると、実家であっ

たＤ区からＣ区へ住所変更が行われた記載が無い上、申立期間のうち、昭和

46 年度の印紙検認記録欄には、Ｄ区の検認印が確認できるとともに、夫の両

親は、国民年金制度が発足した昭和 36年４月からともに 60歳期間満了まで保

険料を完納し、申立人の夫も、39 年４月以降、申立期間を含めて保険料を完

納していることから、申立人の夫に係る申立期間の保険料については、その陳

述どおり、Ｄ区の夫の実家において納付されていたものと考えられる。 



   また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期について調査すると、申立

人の手帳記号番号は２度にわたって払い出されており、一つは、結婚前の昭和

44年２月にＡ市において、もう一つは、申立人がＣ区から 49年７月に転居し

たとするＥ市において、転居の約１年後である 50年 11月に、それぞれ別の手

帳記号番号が払い出されていることが確認できる。しかしながら、Ａ市を管轄

するＦ社会保険事務所の手帳記号番号払出簿を見ると、51 年８月に現在の住

所地であるＤ区へ転出したことが記載されていることから、申立人が申立期間

の保険料を納付していたとするＣ区において国民年金の被保険者であったこ

とをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が、申立てどおり、申立期間

の保険料をＣ区で納付するためには、同区において別の国民年金手帳記号番号

の払出しが必要であるところ、同区を管轄するＧ社会保険事務所で、申立期間

に係る手帳記号番号払出簿の内容をすべて確認し、旧姓を含めた各種の氏名検

索を行ったが、申立人に対し、別の手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情も見当たらなかった。 

さらに、現存する申立人に係るＥ市発行の手帳記号番号の特殊台帳を見ると、

申立期間の免除記録について、Ａ市発行の手帳記号番号から転記した旨の記載

が確認できるが、申立人は、Ｅ市で発行された国民年金手帳以外に年金手帳を

所持しておらず、Ａ市の国民年金手帳については見たことも無く、実家の両親

が保険料を納付するとは思えないと陳述している上、申立人に免除申請の記憶

が無いことなどを踏まえると、申立人の実家において、申立人の両親が、結婚

前に申立人の国民年金の加入手続を行うとともに、毎年、免除申請していたも

のとみても不自然ではない。 

加えて、申立人は、Ｅ市に転居してからは、夫婦一緒に夫婦二人分の国民年

金の納付書が送られてくるようになり、いつも金融機関で納付していたと明確

に記憶していることから、昭和 50年 11月にＥ市で払い出された手帳記号番号

により、払出時点において現年度納付が可能であった申立期間直後の同年４月

の保険料から納付を開始したものと考えるのが自然である。 

   このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3529 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

    Ａ市の中でＢ町に転居した昭和 37 年ごろから、妻が市役所のＣ出張所に

出向いて、夫婦二人分の国民年金保険料を毎月納付していた。 

    保険料は、１か月 100円又は 150円ぐらいだったと記憶している。 

    妻が夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたのに、申立期間が未納とさ

れているのは納得できない。  

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ市の中でＢ町に転居したとする昭和 37 年ごろから、申立人の

妻が市役所の出張所に出向いて、夫婦二人分の国民年金保険料を毎月一緒に納

付していたと申し立てているが、申立人及びその妻に当時の納付状況について

聴取したところ、出張所窓口において納付用紙で保険料を納付すると、台紙の

ようなものに印をもらっていたように思うとし、その際に年金手帳を持参した

記憶は無い上、Ａ市においては、国民年金の加入手続を行ったことも年金手帳

を受け取った記憶も無いと陳述している。 

しかし、申立期間当時のＡ市における国民年金保険料の納付方法は、国民年

金手帳に印紙を貼付
ちょうふ

する印紙検認方式であり、実態と符合しないことから、申

立人の妻が出張所で納付していたとする夫婦二人分の保険料は、国民年金保険

料以外の保険料であった可能性も否定できないほか、夫婦二人分の保険料を一

緒に納付していたとする申立人の妻も、申立期間は未納となっている。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期を調査すると、申立人がＤ

市に転居した１年後の昭和 41年８月 26日に、Ｄ市において夫婦連番で払い出

されていることが手帳記号番号払出簿により確認でき、申立人の所持する夫婦

の国民年金手帳に記載された手帳発行日とも一致していることから、このころ



に申立人夫婦に係る国民年金の加入手続が行われたものと推定されるととも

に、申立人は、初めて国民年金手帳を受け取ったのはＤ市に転居してからであ

り、その後は集金人に夫婦二人分の保険料を納付していたと陳述しているとこ

ろ、同年金手帳の印紙検認記録欄を見ると、申立期間直後の同年４月から同年

８月までの欄に、同年 11 月１日付けのＤ市の検認印が確認でき、陳述内容と

符合する上、当該期間の保険料月額は 100円であり、申立人の記憶する当時の

保険料月額ともおおむね一致していることから、申立人夫婦の国民年金保険料

は、Ｄ市において同年 11月から納付が開始されたものとみるのが自然である。 

さらに、申立人及びその妻には、昭和 38 年７月にＡ市において別の国民年

金手帳記号番号が夫婦連番で払い出されているが、そのうちの申立人に係る手

帳記号番号は、「納付なし」の記載とともに、上記のＤ市で払い出された手帳

記号番号との統合により取消処理されていることが手帳記号番号払出簿によ

り確認できることから、この手帳記号番号によって、申立期間の保険料をＡ市

の出張所で納付していたものとみるのは困難である上、Ａ市において、この手

帳記号番号以外に申立人に係る別の手帳記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情も見当たらなかった。 

加えて、申立期間は５年に及び、このような長期間にわたり、夫婦二人分の

納付記録が同時に、かつ、毎月連続して欠落することは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控等）は無い上、申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3530 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

    Ａ市の中でＢ町に転居した昭和 37 年ごろから、私が市役所のＣ出張所に

出向いて、夫婦二人分の国民年金保険料を毎月納付していた。 

    保険料は、１か月 100円又は 150円ぐらいだったと記憶している。 

    私が夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたのに、申立期間が未納とさ

れているのは納得できない。  

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ市の中でＢ町に転居したとする昭和 37 年ごろから、申立人が

市役所の出張所に出向いて、夫婦二人分の国民年金保険料を毎月一緒に納付し

ていたと申し立てているが、申立人及びその夫に当時の納付状況について聴取

したところ、出張所窓口において納付用紙で保険料を納付すると、台紙のよう

なものに印をもらっていたように思うとし、その際に年金手帳を持参した記憶

は無い上、Ａ市においては、国民年金の加入手続を行ったことも年金手帳を受

け取った記憶も無いと陳述している。 

しかし、申立期間当時のＡ市における国民年金保険料の納付方法は、国民年

金手帳に印紙を貼付
ちょうふ

する印紙検認方式であり、実態と符合しないことから、申

立人が出張所で納付していたとする夫婦二人分の保険料は、国民年金保険料以

外の保険料であった可能性も否定できないほか、申立人が夫婦二人分の保険料

を一緒に納付していたとする申立人の夫も、申立期間は未納となっている。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期を調査すると、申立人がＤ

市に転居した１年後の昭和 41年８月 26日に、Ｄ市において夫婦連番で払い出

されていることが手帳記号番号払出簿により確認でき、申立人の所持する夫婦

の国民年金手帳に記載された手帳発行日とも一致していることから、このころ



に申立人夫婦に係る国民年金の加入手続が行われたものと推定されるととも

に、申立人は、初めて国民年金手帳を受け取ったのはＤ市に転居してからであ

り、その後は集金人に夫婦二人分の保険料を納付していたと陳述しているとこ

ろ、同年金手帳の印紙検認記録欄を見ると、申立期間直後の同年４月から同年

８月までの欄に、同年 11 月１日付けのＤ市の検認印が確認でき、陳述内容と

符合する上、当該期間の保険料月額は 100円であり、申立人の記憶する当時の

保険料月額ともおおむね一致していることから、申立人夫婦の国民年金保険料

は、Ｄ市において同年 11月から納付が開始されたものとみるのが自然である。 

さらに、申立人及びその夫には、昭和 38 年７月にＡ市において別の国民年

金手帳記号番号が夫婦連番で払い出されていることが手帳記号番号払出簿に

より確認できるが、そのうちの申立人に係る手帳記号番号の納付記録をみると、

国民年金制度が発足した36年４月から60歳期間満了までの国民年金被保険者

期間がすべて未納期間となっていることから、この手帳記号番号によって、申

立期間の保険料をＡ市の出張所で納付していたものとみるのは困難である上、

Ａ市において、この手帳記号番号以外に申立人に係る別の手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情も見当たらなかった。 

加えて、申立期間は５年に及び、このような長期間にわたり、夫婦二人分の

納付記録が同時に、かつ、毎月連続して欠落することは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控等）は無い上、申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3531 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 11年生 

住        所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年４月から同年９月まで 

私は、会社を退職し、昭和 40 年１月から事業を始めたが、国民年金には

加入していなかった。 

昭和 42 年 12月 12 日に、妻が、Ａ市Ｂ区役所の国民年金窓口の男性職員

から「年金を続けるように。」と言われたので、夫婦二人分の国民年金加入

手続をした。 

保険料については、区役所の窓口でもらった納付書により、妻が夫婦二人

分の保険料 600円をＢ区役所内の金融機関で納付したと聞いている。 

申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、妻が、Ｂ区役所で夫婦二人分の国民年金加入手続を行い、申立期

間の国民年金保険料を区役所内の金融機関で納付したと申し立てている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、夫婦連番で昭和 42 年 12月 12 日に払い出されており、この手帳記号

番号払出時点においては、申立期間の国民年金保険料は制度上、納付すること

はできない。 

また、申立人の所持する昭和 42 年の確定申告書控えを見ると、社会保険料

控除として国民年金保険料が 7,800 円計上されているが、その内訳は、同年

12 月の国民年金手帳記号番号払出時点において、申立人夫婦が制度上、さか

のぼって納付できる 40年 10月から 42年 12月までの保険料合計額と一致して

おり、申立期間の保険料は含まれていない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏



名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

加えて、国民年金加入手続及び保険料納付について、申立人は直接関与して

おらず、申立人から申立期間の国民年金保険料納付をめぐる事情を酌み取ろう

としたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3532 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 18年生 

住        所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年４月から同年９月まで 

私は、昭和 42 年 12月 12 日に、Ａ市Ｂ区役所の国民年金課に行き、窓口

の男性職員から「年金を続けると将来、年金をもらう時に通算年金でもらえ

るから得ですよ。」と言われたので、夫婦二人分の国民年金加入手続をした。 

申立期間の保険料は、加入手続の際、窓口で納付書を発行してもらい、Ｂ

区役所内の金融機関で夫婦二人分の保険料を納付し、年金手帳も受取った。 

申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ区役所で夫婦二人分の国民年金加入手続を行い、申立期間の国

民年金保険料を区役所内の金融機関で納付したと申し立てている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、夫婦連番で昭和 42年 12月 12日に払い出されており、この手帳記号

番号払出時点においては、申立期間の国民年金保険料は制度上、納付するこ

とはできない。 

また、申立人の所持する昭和 42 年の確定申告書控えを見ると、社会保険料

控除として国民年金保険料が 7,800 円計上されているが、その内訳は、同年

12 月の国民年金手帳記号番号払出時点において、申立人夫婦が制度上、さか

のぼって納付できる 40 年 10 月から 42 年 12 月までの保険料合計額と一致し

ており、申立期間の保険料は含まれていない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び

氏名の別読み検索などを行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 



加えて、申立人から申立期間の国民年金保険料納付をめぐる事情を酌み取ろ

うとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 3533 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年３月から 48年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

      生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

        申 立 期 間 ： 昭和 43年３月から 48年６月まで 

        父が経営していた会社を母、兄及び二人の姉と共に手伝いをしていたが、

父を除いた家族４人は、既に、国民年金に加入をしていて保険料を納付して

いた。 

私が 20歳になった昭和 43年ごろに、多分、母が区役所で国民年金の加入

手続をしてくれていたはずと思う。 

申立期間の保険料は、自宅に来る区役所の男性集金人に、母が、私達家族

の分を一緒にまとめて納付していたはずである。 

申立期間の保険料が、同じ家族の中で、私の分だけが未納とされているこ

とは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20歳になった昭和 43年ごろに、母が、区役所で国民年金の加入 

手続をしてくれて、申立期間の国民年金保険料について、家族の分と一緒に納

付してくれていたと申し立てている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、結婚直前の昭和 48年１月 27日に払い出されており、この手帳記号番

号払出時点においては、申立期間のうち、43年３月から 45年 12月までの国民

年金保険料は制度上納付することができず、また、46年１月から 47年３月ま

での保険料は過年度保険料となり、集金人に納付することはできない。 

また、申立人が所持する昭和 47年度以降発行の国民年金手帳を見ると、制

度上、印紙検認による国民年金保険料収納が行われていた同年度の印紙検認欄

に押印欄が無く、また、申立人は当該手帳以外の手帳に関する記憶が明確でな

い。 



さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査や氏名

の別読み検索などを行ったが、申立人に別の年金手帳記号番号が払い出された

ことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

加えて、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料納付

に直接関与しておらず、納付等を担っていたとする申立人の母は既に他界して

いるため、保険料納付をめぐる事情等を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情

等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 4706 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 22年１月５日から同年６月１日まで 

② 昭和 25年１月 31日から同年３月１日まで 

③ 昭和 58年３月 16日から同年４月１日まで 

    私は、入隊前に勤務していたＡ社に復職できるようになるまで、Ｂ市にあ

ったＣ事業所に住み込みで勤務していた。社会保険庁の記録によると、同事

業所に勤務していた昭和 22 年１月５日から 25 年２月末までの期間のうち、

就職当初の 22年１月５日から同年６月１日までの期間（申立期間①）、及び

退職前の 25年１月 31日から同年３月１日までの期間（申立期間②）が厚生

年金保険に未加入とされている。申立期間①及び②において同事業所に勤務

していたことは間違いないので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

昭和 56 年４月１日から 58 年３月 31 日までＤ社に勤務していたが、社会

保険庁の記録によると、同社退職前の同年３月 16 日から同年４月１日まで

の期間(申立期間③)が厚生年金保険に未加入とされている。同年３月 30 日

に送別会があり、翌日に退職したことを記憶しており、また、預金通帳によ

り退職月の給与振込日が同年３月 25 日であること、及び当該３月の給与明

細書によって退職月の出勤日数が 20 日であることが確認できるので、申立

期間③について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、当時の同僚の氏名を覚えていなかったが、

社会保険事務所が保管するＣ事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立期間当時に勤務していたことが確認できる同僚のうちの一人から、「申

立人のことを覚えている。」旨陳述が得られた。しかしながら、当該同僚は、



Ｃ事業所に係る申立人の被保険者記録のある期間も同事業所に勤務しており、

「申立人が、いつからＣ事業所に勤務していたかは覚えていない。」旨陳述し

ていることから、申立人が申立期間中に勤務していたことは確認できない。 

   また、社会保険事務所が保管するＣ事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿

によると、同事業所では、昭和 21年５月１日に 25人が被保険者資格を取得し

た後、22年６月１日に申立人を含む 12人が被保険者資格を取得するまで新規

の被保険者資格取得者が確認できないところ、21 年５月１日に被保険者資格

を取得している者から、「採用時期は覚えていないが、自分と同時に採用され

た同僚は数人で、大量採用は無かった。」旨陳述が得られた。さらに、申立人

と同一日の 22年６月１日に被保険者資格を取得している者から、「採用時期は

覚えていないが、私と同時に採用された同僚はいない。」旨陳述が得られたこ

とから、当時、同事業所では、従業員を採用する際、その都度、被保険者資格

の取得届を提出しておらず、一定期間の採用者をまとめて被保険者資格の取得

手続を行っていたことが推測される。 

   以上の事情から、仮に、申立人が昭和 22年５月 31日以前にＣ事業所に勤務

していたとしても、当該期間は厚生年金保険には加入していなかったと考える

のが相当である。 

   このほか、申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

申立期間②については、申立人は、当時の同僚の名前を覚えていないことに

加え、社会保険事務所が保管するＣ事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、申立期間中に同事業所で勤務していることが確認できる者は全員連絡

先が不明で、陳述が得られないことから、申立人が申立期間においてＣ事業所

に勤務していたことは確認できない。 

   このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   申立期間③については、Ｄ社における申立期間当時の事業主の子息から、「申

立人が昭和 58 年３月末まで勤務したと話しているのであれば、それはおそら

く事実と思われる。しかし、申立期間当時、給与は毎月 15日締めの 25日支払

いで、社会保険料は翌月控除であったことから、月末まで勤務して退職する場

合、本人の承諾のもと、給与締め日の 15日で退職とし、16日以降月末までの

期間はアルバイトとして採用し、当該期間の社会保険料等は控除せず、本人の

手取額を少しでも多くするといったことが、習慣的に行われていた。また、最

後の半月分の給与は本人の希望により、退職日に現金で手渡すこともあった。」

旨陳述が得られた。 

   また、雇用保険の記録によると、申立人のＤ社における離職日は昭和 58 年

３月 15日となっていることが確認できる。 

   さらに、社会保険庁の記録によると、申立人は、昭和 56 年４月１日にＥ社



からＤ社に転職しており、標準報酬月額も 24 万円から 17万円に変更となって

いるところ、申立人から提出された同年の家計簿によると、申立人が給与から

控除された社会保険料は１月から４月までが２万 3,000円前後、５月以降が１

万 7,000円程度となっていることから、Ｄ社における社会保険料控除は「翌月

控除」であったことが確認できる。 

   加えて、申立人から提出された給与明細書、預金通帳及び家計簿によると、

給与収入及び社会保険料控除は昭和 58年３月 25日（社会保険料の控除は２月

分まで。）が最終となっており、同年３月 16日から同年３月 31 日までの半月

分の給与については、給与明細書、預金通帳及び家計簿にその記載は見当たら

ない。 

   以上の事情から、申立人は、申立期間においてＤ社に勤務していたとしても、

当該期間はアルバイト扱いで、厚生年金保険には加入していなかったと考える

のが相当である。 

   このほか、申立人が申立期間③において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4707 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

   ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年６月 20日から同年８月１日まで 

   私は、昭和 44 年６月 20 日付けで、Ａ社（現在は、Ｂ社。）に臨時

雇用員として採用され、平成 20年１月 31日に定年退職を迎えるまで継続し

て勤務した。社会保険庁の記録によると、採用された昭和 44年６月 20日か

ら同年８月１日までの期間が厚生年金保険に未加入とされている。 

申立期間当時、毎日一枚ずつ印紙を貼
は

り付ける形式の健康保険被保険者証

の交付を受けていた。 

当時の資料及び給与明細書は紛失したが、申立期間について厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録によると、申立人は、Ａ社Ｃ部において、昭和 44年６月 20

日に被保険者資格を取得していることが確認できることから、申立人が申立期

間において同部に勤務していたことは認められる。 

一方、Ａ社においては、社員に発令される前の臨時雇用員又は試用員として

の勤務期間について、昭和 38 年９月までは、健康保険及び厚生年金保険の適

用対象外として取り扱われてきたが、同年 10 月以降は、「臨時雇用員等社会保

険事務処理規程」（昭和 38年９月７日付け）に基づき、ⅰ）２箇月以上の期間

を定めて使用される場合、ⅱ）日々雇い入れられる者であって、１箇月をこえ

て引き続き使用された場合、ⅲ）２箇月以内の期間を定めて使用される者であ

って、所定の期間をこえて引き続き使用された場合のいずれかに該当するに至

った場合は、健康保険及び厚生年金保険の適用対象となった。実際の適用時期

は各部により異なるが、社会保険庁の記録によると、Ｃ部が厚生年金保険適用

事業所となったのは、同年 11月１日となっている。 



申立人は、「当時は２か月間の雇用契約を何度も更新していた。」旨申し立て

ているところ、Ａ社において同じ臨時雇用員として採用されている複数の者の

履歴書によると臨時雇用員は日々雇用であったことが認められ、このうち、申

立人とほぼ同時期の昭和 44年８月 30日に臨時雇用員として採用されている者

が、同年 10 月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認で

きる（事務処理規程の「日々雇い入れられる者であって、１か月を超えて引き

続き使用された場合。」に該当。）。なお、同僚の履歴書によると、試用員の雇

用期間が２か月となっている。 

以上の事情を踏まえると、申立人は、臨時雇用員として採用された昭和 44

年６月 20 日から１か月を経過した後の月の初日である同年８月１日付けで厚

生年金保険被保険者資格を取得したと考えるのが相当である。 

また、「臨時雇用員等社会保険事務処理規程」によると、臨時雇用員及び試

用員は、健康保険の適用要件を満たすまでは、日雇労働者健康保険（昭和 59

年より健康保険法の日雇特例被保険者。）に加入することとされていた。日雇

労働者健康保険被保険者手帳は、通常の健康保険被保険者証とは異なり、労働

日ごとに健康保険印紙を貼付
ちょうふ

する形式となっているところ、申立人の、「健康

保険被保険者証に毎日印紙を貼
は

ってもらっていた。」旨陳述と符合することか

らも、申立人は採用当初は日雇労働者であり、健康保険及び厚生年金保険被保

険者では無かったものと考えられる。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4708 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年９月 13日から 39年２月１日まで 

   私は、昭和 38 年９月 13 日付けで、Ａ社（現在は、Ｂ社。）に臨時雇用員

として採用され、以後平成９年４月１日まで継続して勤務した。 

社会保険庁の記録によると、採用された昭和 38 年９月 13 日から 39 年２

月１日までの期間が厚生年金保険に未加入とされている。 

当時の職務の経歴を証明するＣ所長交付の履歴書を保管しており、申立期

間についてＣ所で勤務していたことが確認できるので、申立期間について厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ所長交付の履歴書によると、申立人は、昭和 38年９月 11日にＥ研修課程

を修了した後、同年９月 13 日にＡ社に臨時雇用員として採用され、以後、試

用員（昭和 39 年４月１日発令）を経て、同年６月 1 日に社員となっているこ

とが確認できる。 

   一方、Ａ社においては、社員に発令される前の臨時雇用員又は試用員として

の勤務期間について、昭和 38 年９月までは、健康保険及び厚生年金保険の適

用対象外として取り扱われてきたが、同年 10 月以降は、「臨時雇用員等社会保

険事務処理規程」（昭和 38年９月７日付け）に基づき、ⅰ）２箇月以上の期間

を定めて使用される場合、ⅱ）日々雇い入れられる者であって、１箇月をこえ

て引き続き使用された場合、ⅲ）２箇月以内の期間を定めて使用される者であ

って、所定の期間をこえて引き続き使用された場合のいずれかに該当するに至

った場合は、健康保険及び厚生年金保険の適用対象となった。実際の適用時期

は各部により異なるが、社会保険庁の記録によると、Ｄ部が厚生年金保険適用

事業所となったのは、同年 11月１日となっている。 



   したがって、申立人については、申立期間のうち、昭和 38年９月 13日から

当該事業所が適用事業所となる同年 10年 31 日までの期間については、厚生年

金保険適用対象では無かったと認められる。 

   また、Ｄ部が厚生年金保険新規適用事業所となった昭和 38年 11月１日以降

の申立期間については、申立人から提出されたＣ所長交付の履歴書によると、

臨時雇用員は日々雇用であったことがうかがわれ、「臨時雇用員等社会保険事

務処理規程」に基づく厚生年金保険適用要件に照らすと、申立人は規定上同年

12 月１日に適用要件（日々雇い入れられる者であって、１か月を超えて引き

続き使用された場合。）を満たすことになる。 

   これに対し、社会保険事務所が保管するＡ社Ｄ部に係る厚生年金保険被保険

者名簿において、昭和 38年 11月１日の新規適用日以降の被保険者資格取得者

数の推移をみると、新規適用時に 449人が一括して被保険者資格を取得した後、

同年 12 月１日に 131 人、39 年１月１日に 43 人、同年２月１日に 682 人と毎

月の初日に順次一括して被保険者資格を取得していることがうかがえ、Ｂ社で

は、「臨時雇用員等社会保険事務処理規程」に照らせば、臨時雇用員及び試用

員は遅くとも採用後３か月目からは、厚生年金保険加入となるはずであるが、

実際の資格取得届がこれ以降となるケースも見受けられる旨回答している。    

   なお、「臨時雇用員等社会保険事務処理規程」によると、臨時雇用員及び試

用員を使用する部署等は「臨時雇用員等使用状況整理簿」を備え、被保険者資

格の取得時期を管理するとともに、勤務状況を踏まえた審査を経て資格取得届

を提出することとされていることから、被保険者資格の取得までの期間におい

て厚生年金保険料が控除されていたことは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4709 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29年９月 15日から 31年６月 20日まで 

             ② 昭和 31年９月１日から 32年７月 31日まで 

③ 昭和 32年 10月６日から 33年２月４日まで 

④ 昭和 34年４月１日から 35年３月 11日まで 

⑤ 昭和 35年５月３日から同年８月 23日まで 

⑥ 昭和 35年８月 23日から 36年 10月 21 日まで 

厚生年金保険被保険者期間について、社会保険事務所に照会したところ、

Ａ社、Ｂ社及びＣ社に勤務していた期間（申立期間①、②及び③）及びＤ社、

Ｅ社及びＦ社に勤務していた期間（申立期間④、⑤及び⑥）について、２回

にわたり脱退手当金支給済みとされている。 

    当時、脱退手当金の制度も知らなかったので、請求手続を行うはずがない。 

    いずれの脱退手当金も請求した記憶は無く、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

申立期間①、②及び③については、申立期間の最終事業所であるＣ社の厚生

年金保険被保険者名簿の申立人の欄を見ると、被保険者資格喪失後の昭和 33

年３月 22 日付けで申立人の名前が「Ｇ」から戸籍上の「Ｈ」に訂正されてい

ることが確認できるところ、申立人の脱退手当金が同年４月 15 日に支給決定

されていることを踏まえると、脱退手当金の請求手続に伴い訂正処理が行われ

たと考えるのが自然である。 

  また、Ｃ社の厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載されているページを



含む前後計３ページに記載されている女性のうち、申立人と同一時期（おおむ

ね２年以内）に受給要件を満たし資格を喪失した７人について、脱退手当金の

支給状況を調査したところ、受給者は申立人を含め５人みられ、全員が資格喪

失後５か月以内に支給決定されていることが認められる上、当時は、通算年金

制度創設前であったことを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事

業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

申立期間④、⑤及び⑥については、社会保険庁の記録によれば、申立人の脱

退手当金は申立期間の最終事業所であるＦ社の厚生年金保険被保険者資格の

喪失日から約11か月後の昭和37年９月４日に支給決定されていることが確認

できるところ、申立人の厚生年金保険被保険者記号番号は、申立期間である３

回の被保険者期間は同一の記号番号で管理されているが、申立期間後は別の記

号番号になっていることから、脱退手当金を受給したために記号番号が異なっ

ていると考えるのが自然である。 

また、いずれの申立期間とも最終事業所の厚生年金保険被保険者名簿の申立

人の欄には、脱退手当金を支給したことを意味する「脱」の表示が確認できる

ほか、申立期間の脱退手当金支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処

理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4710 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 10年生 

    住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年４月１日から 22年８月１日まで 

厚生年金保険被保険者期間について、社会保険事務所に照会申出書を提出

したところ、Ａ社Ｂ工場で勤務した昭和 21年４月１日から 22年８月１日ま

でが脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

脱退手当金の請求手続はしておらず、受け取った記憶も無いので、支給済

みとされていることに納得できない。申立期間を厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約１か月後の昭和22年９月12日に支給決定されていることが

確認できる。 

そこで、申立人の厚生年金保険被保険者台帳を見ると、脱退手当金を支給し

たことを示す表示が記されているほか、給付記録欄には支給金額、資格期間及

び支給年月日等が記載されており、その内容はオンライン記録と一致している

上、申立人の脱退手当金支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえない。 

また、当時は、通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保

険者期間がなければ年金は支給できなかったことから、申立人が脱退手当金を

受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人の厚生年金保険記号番号は、申立期間と申立期間後では、別

の記号番号となっていることから、脱退手当金を支給したために異なっている



と考えるのが自然である。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4711 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年７月１日から 34年６月 26日まで 

    厚生年金保険加入期間について、社会保険事務所に照会申出書を提出した

ところ、Ａ社に勤務していた期間について、昭和 34年９月 22日付けで脱退

手当金支給済みとの回答を受けた。 

Ａ社退職後に脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していないので、申

立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約３か月後の昭和 34年９月 22日に支給決定されていることが

確認できる。 

そこで、申立人の厚生年金保険被保険者台帳を見ると、脱退手当金が支給決

定される直前の昭和 34年７月 16日付けで脱退手当金の算定のために必要とな

る標準報酬月額等を、厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答した

ことを示す「回答済」の表示が確認できる。 

また、当時は、通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保

険者期間がなければ年金は支給できなかったことから、申立人が脱退手当金を

受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4712 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年３月１日から 41年９月 17日まで 

    厚生年金保険加入期間について社会保険事務所に照会申出書を提出した

ところ、Ａ社における勤務期間について、脱退手当金支給済みとの回答を得

た。 

当時、脱退手当金の制度があることすら知らなかったし、受給した記憶も

無いので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約 12 か月後の昭和 42 年９月 14 日に支給決定されていること

が確認できるところ、申立人の厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の

支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、脱退手当金の支給額に

計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者記号番号をみると、申立期間と申立期

間後の５回の被保険者期間では別の記号番号となっていることから、脱退手当

金を受給したために、記号番号が異なっていると考えるのが自然である。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4713 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険被保険者記録については、訂正する

必要は認められない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 61年１月１日から 63年 10 月１日まで 

②  昭和 63年 10月１日から平成 10年１月 27日まで 

③ 平成 10年１月 27日から 11年 10月２日まで 

④ 平成 14年４月１日から 15年４月 29日まで 

 私は、昭和 48 年 11 月 22日から平成 15年４月までＡ社の代表取締役であ

った。社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、

申立期間①、②及び④の標準報酬月額が著しく減額されていること、また、

同社に勤務した申立期間③の加入記録が無いことが判明した。同社では、自

分の標準報酬月額の変更及び被保険者資格の喪失を届け出た記憶は無いの

で、申立期間①、②及び④の標準報酬月額を正しい額に訂正するとともに、

申立期間③については、継続して厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人の標

準報酬月額は、昭和 63年２月 15日に、61年１月から 62年９月までの期間に

ついては 41 万円から９万 8,000 円に、同年 10 月から 63 年９月までの期間に

ついては 36 万円から９万 8,000 円に、それぞれ遡及
そきゅう

訂正処理を受け標準報酬

月額が記録されていることが確認できる。 

しかし、Ａ社の閉鎖登記簿謄本及び本人の陳述により、申立人は、申立期間

①当時、同社の代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、「自分で標準報酬月額を変更したり、実際の給与額よりも

低い金額を届け出た記憶は無い。」と主張しているが、社会保険事務所が申立

人に無断で申立人の標準報酬月額を遡及
そきゅう

訂正した事情はうかがえない。 



さらに、申立期間において、申立人は、社会保険労務士に社会保険関係の手

続について委託していたことが、当該社会保険労務士の陳述内容等から確認で

きる。 

加えて、申立人は、「Ａ社は大きい会社ではなかったので、給与関係事務は

すべて自分がチェックしていた。」と陳述していることから、代表取締役であ

る申立人が、申立期間①に係る自らの標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正について全く関

与せず、また、承知していなかったとは考え難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責任

を負っている代表取締役として自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理の無

効を主張することは信義則上許されず、申立期間①における標準報酬月額に係

る記録の訂正を認めることはできない。 

申立期間②及び④については、申立人は、標準報酬月額が著しく減額されて

いること、また、申立期間③については、加入記録が無いことを申し立ててい

る。 

一方、申立人は、前述のとおり、標準報酬月額の変更及び実際の給与額より

も低い金額の届出を行った記憶は無いとしているものの、「給与関係事務はす

べて自分がチェックしていた。」と陳述していることから、代表取締役である

申立人が、申立期間②、③及び④における自らの標準報酬月額及び被保険者資

格の喪失等の届出について全く関与せず、また、承知していなかったとは考え

難い。 

ところで、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるか

を判断しているところであるが、同法第１条第１項ただし書きでは、特例対象

者（申立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していな

いことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録

訂正の対象とすることはできない旨規定されている。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、特例

法第１条１項ただし書きの規定により、申立期間当時、Ａ社の事業主であった

申立人は、「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態

であったと認められる場合」に該当すると認められることから、当該期間につ

いては同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。



大阪厚生年金 事案 4714 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ：  昭和 23年７月１日から同年 11月１日まで 

  社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、Ａ社

で勤務した期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間に同社で勤

務していたので、厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の陳述から判断して、期間は特定できないものの、申立人がＡ社に勤務

していたことは推認できる。 

   しかし、Ａ社は、「昭和 20年から当社で保管している厚生年金保険に係る被

保険者台帳に申立人の氏名の記載が確認できなかったことから、仮に、申立人

が当社で勤務していたとしても、厚生年金保険には加入しておらず、保険料も

控除していないはずである。」としている。 

また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿から申立期間に厚生年金保険の

加入記録が確認できる複数の従業員に照会したが、申立人の申立期間に係る厚

生年金保険料の控除についての陳述を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除につ

いては、申立人は、控除されていたとしているものの、これを確認できる関連

資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4715   

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年９月から 21年７月１日まで 

    社会保険事務所にＡ社に事務員として勤務していた期間について、厚生年

金保険の加入状況を照会したところ、昭和 21 年７月１日に厚生年金保険被

保険者の資格を取得している旨の回答があった。 

    しかし、Ａ社には昭和 20 年９月から継続して勤務していたので、同年９

月から厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 20 年９月からＡ社に事務員として勤務していたと申し立て

ている。 

しかし、複数の同僚の陳述から、申立期間当時のＡ社においては、入社時か

ら厚生年金保険の資格を取得するまでに数か月を要していることが認められ

る。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ても、昭和 21 年

２月 10 日に一人、同年２月 12 日に４人及び同年３月１日に 11 人が資格を取

得していることが確認でき、同社においては、社員の資格取得手続について１

か月から数か月に一度、まとめて行っていたことがうかがわれる。さらに、そ

のすべての被保険者については備考欄に「Ｂ職」と記載されていることが確認

できる。 

なお、上記名簿において昭和 21 年３月１日の資格取得後は、申立人の資格

取得日である同年７月１日まで資格を取得している者はおらず、健康保険整理

番号に欠番は無い。 

加えて、社会保険事務所の記録において、申立期間に申立人の後に入社し、

１年程度勤務し退職したとする女性事務員の被保険者記録は確認できない。 



また、Ａ社は、現在はＢ社に合併されているところ、同社は、「申立期間当

時のＡ社の記録は残っておらず、当時の事情も不明である。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除については、申立人に明確な

記憶が無く、これを確認できる関連資料及び周辺事情も無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4716 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29年ごろから 32年ごろまで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、申立期間に

ついて記録が無いとの回答があった。申立期間のおよそ３年間はＡ社Ｂ事業

所に勤務していたので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が唯一記憶している同僚（平成 11 年死亡）の氏名がＡ社Ｂ事業所に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿で確認でき（昭和 29年４月 30日に資

格を取得、34 年４月 22 日に資格を喪失。)、また、申立人の妻(昭和 29 年４

月１日に資格を取得、31年９月 27日に資格を喪失。)が、「夫は、私より遅く

入社し、遅く退社した。」と陳述していることから、期間までは特定できない

ものの、申立人がＡ社Ｂ事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかし、申立人は、上述の同僚よりも遅く入社し、妻よりも数か月遅く退職

したとしていることから、申立人がＡ社に勤務していた期間は、長くても昭和

29年５月ごろから 31年末ごろまでのおよそ１年半と考えられる。 

また、Ａ社は、「申立期間当時の職種は、Ｃ職、Ｄ職社員、Ｅ職、Ｆ職、Ｇ

職、Ｈ職などがあり、Ｃ職からＦ職までは厚生年金保険に加入させていたと聞

いてはいる。職種が『Ｃ職・Ｄ職・Ｅ職』の場合は、『社員カード』が残って

いる場合があるが、それ以外の職種は記録が残っておらず、Ｇ職、Ｈ職の厚生

年金保険加入に係る取扱いは不明である。申立人に係る記録が無いことから、

申立人はＣ職、Ｄ職及びＥ職以外であったと推測される。」としている。 

さらに、申立人は、「入社時に、１年間様子を見ると言われた。最初はＩ業

務をしていた。」としているところ、Ａ社は、「厚生年金保険加入までの試用期

間の運用については、各工場、各事業所に任されていた。」としている。また、



先述の被保険者名簿を元に照会した同僚の一人は、「自身は 20歳のときに就職

したが、厚生年金保険に加入したのは 22歳のときであった。」とし、ほかの一

人は「Ｇ職がたくさん雇われていたが、社員としての採用及び厚生年金保険へ

の加入については、各事業所長の判断に任されていた。」としていることから、

申立期間当時、同社Ｂ事業所においては、従業員を採用後すぐには厚生年金保

険に加入させない場合があったことがうかがえる。 

加えて、Ａ社は「申立期間の資料が無く、また、当時のことを知っている者

はいない。」としており、申立人の申立期間における勤務及び厚生年金保険料

の控除等の状況について確認することはできない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除については、申立人に明確な

記憶が無く、これを確認できる関連資料及び周辺事情も無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4717 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42年５月から同年９月まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所に照会したところ、申立期間に

ついて記録が無いとの回答があった。 

私は、昭和 42年５月から同年９月までの５か月間、Ａ社（現在は、Ｂ社。）

に勤務し、Ｃ業務に従事していた。申立期間について厚生年金保険被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録によると、Ａ社は、昭和 46年５月 10日にＢ社へと法

人化に伴う名称変更をしているが、Ｄ労働局の記録を見ると、申立人がＢ社（旧

Ａ社時代を含む。）において、42年６月９日に雇用保険被保険者資格を取得し、

同年 10 月 31 日に同社を離職していることが確認できることから、申立人が、

当該期間に同社に勤務していたことが認められる。 

しかし、Ｂ社の代表取締役は、「申立期間当時、当社では、雇用保険の加入

手続は採用後直ちに行っても、厚生年金保険及び健康保険の加入手続は採用後

６か月間の試用期間後に行うことがあった。」としている。 

また、Ｂ社は、「申立期間を含むＡ社時代の資料は無く、また、当時の事務

担当者も死亡しており、申立人の申立期間における勤務及び厚生年金保険料の

控除等の状況について確認することはできない。」としている。 

さらに、社会保険事務所のＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿を見ると、

申立期間における健康保険整理番号に欠番は無く、申立期間を含む昭和 42 年

５月１日から 43 年７月１日まで、同事業所において、厚生年金保険被保険者

資格を取得した者は一人もいないことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除については、申立人に明確な



記憶が無く、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4718 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 28年５月から 35年 11月ごろまで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間の

加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間のうち、昭和 28 年５月から

同年 10月ごろまではＡ社Ｂ支所に、同年 10 月ごろから 35年 11月ごろまで

はＡ社Ｃ支所で勤務していたので、厚生年金保険被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社Ｂ支所及びＡ社Ｃ支所で勤務し、厚生年金保険に

加入していたと申し立てている。 

しかし、社会保険事務所の記録では、Ａ社Ｂ支所が厚生年金保険の適用事業

所となったのは昭和 40年４月１日であり、申立期間は適用事業所ではない。 

また、Ａ社Ｃ支所が、厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 37 年４

月２日であり、申立期間においては適用事業所ではなく、Ａ社から申立人の厚

生年金保険料控除をうかがわせる回答も得られなかった。 

さらに、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険の適用事業所であった部

署はＤ支所及びＥ支所のみであるが、当該部署における厚生年金保険被保険者

名簿を確認したが申立人の記録は無く、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関連

資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたこと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4719 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 43年６月１日から 45年５月 15日まで 

  Ａ社を昭和 43 年６月１日に退社し、引続いてＢ社で働き、Ｃ業務等を担

当していた。しかし、同社での厚生年金保険の資格の取得が 45 年５月 15

日となっており、２年間の空白がある。両社は同族会社で、同じ敷地内にあ

ったので、申立期間にどちらの会社から給料をもらっていたかは分からない

が、厚生年金保険の加入記録が無いことに納得がいかないので、厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    商業登記簿謄本によると、Ｂ社とＡ社は同一所在地にあり、前者の代表取締

役が後者の監査役となっていることが確認でき、両社は同族会社であったとの

申立人の陳述と符合しているほか、複数の同僚から、申立人は申立期間につい

てＢ社で勤務していたとの陳述が得られたことから、申立人は、申立期間にお

いて同社に勤務していたことが推認される。 

    しかしながら、Ｂ社の事業主は既に死亡しており、申立人の申立期間におけ

る厚生年金保険の加入状況及び保険料控除を確認することはできない上、申立

人は同僚の氏名を覚えていなかったため、同社に係る厚生年金保険被保険者名

簿から抽出し照会を行った複数の同僚からも、申立人の厚生年金保険への加入

状況及び保険料控除について具体的な陳述は得られず、申立期間当時の事情を

明らかとすることはできなかった。 

    また、上記事情照会を行った複数の同僚のうち、１名の厚生年金保険の加入

記録は申立人と同様に 24か月間の空白期間が生じている。 

さらに、Ｂ社の上記被保険者名簿を見ると、同社が厚生年金保険の適用事業

所となった日から適用事業所で無くなった日までに同社で資格を取得してい



る者は 33 名みられるものの、健康保険の整理番号に欠番は無く、同名簿の記

録に不自然な点もうかがえないほか、商業登記簿の記録から判断すると、当時、

同社の事業主は申立人の実姉であったことが確認できることから、弟である申

立人の給与から申立期間に係る厚生年金保険料を控除しながら厚生年金保険

に加入させなかったとも考え難い。 

 さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらない。 

 このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除については、申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関連資料及

び周辺事情も無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4720 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年 12月 10 日から 39年１月 10日まで 

           ② 昭和 51年４月 29日から同年８月６日まで 

    私は、昭和 38年９月１日から 39年３月 25日までの期間、Ａ社（現在は、

Ｂ社。）において正社員として勤務していたが、ねんきん特別便を確認した

ところ、申立期間①が空白期間とされている。 

    また、Ｃ社（現在は、Ｄ社。）において勤務していた昭和 50年２月２日か

ら 52年１月 15日までの期間のうち、申立期間②が空白期間とされている。 

Ａ社及びＣ社においていったん退職した後に再就職したことはなく、申立

期間①及び②について給与から厚生年金保険料を控除されていた記憶があ

るので、当該期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人はＡ社を退職することなく継続して勤務してい

たと申し立てているが、同事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿から抽出調

査した複数の同僚は、いずれも申立人が申立期間も継続して勤務していたか否

かについては不明と回答しており、申立期間における在職を確認することはで

きなかった。 

また、申立人の申立期間における厚生年金保険への加入状況及び保険料控

除等について、Ｂ社の事業主は、「当時の資料が残っておらず、申立人につい

ては不明。」と回答しているほか、同社において社会保険手続を担当していた

者も既に亡くなっていることから、当時の事情について確認することができ

ず、申立期間に係る保険料控除を明らかとすることはできなかった。 

一方、同僚からは「当時、勤務していた者は、ほかの店に一定期間修行に

行くことがあったように思う。」との陳述が得られたほか、上記被保険者名簿

をみると、申立人と同様に加入記録に空白期間のある者が 20人確認でき、こ



のうち所在が判明した者に事情照会したところ、回答のあった７人からは、

いずれも空白期間となっている期間はほかの事業所に勤務していた等の理由

により当該事業所の加入記録に間違いは無い旨陳述が得られ、当該空白期間

中も同事業所に継続して勤務していたと回答した者は見当たらない。 

なお、上記被保険者名簿において、申立人に係る資格の再取得時（昭和 39

年１月 10 日）の標準報酬月額は、資格を喪失した昭和 38 年 12 月 10 日時点

の標準報酬月額より 2,000 円多い１万 4,000 円となっていることも確認でき

る。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録において、氏名の読み方の違い等に

よる検索を行ったが、申立期間に係る申立人の被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の事業主による控除

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

申立期間②について、申立人は、Ｃ社を退職することなく継続して勤務し

ていたと申し立てているが、申立人の同社における雇用保険加入記録をみる

と、昭和 51年４月 20日にいったん同社を離職し、同年７月 22日に再度、資

格を取得していることが確認でき、当該記録は厚生年金保険の加入記録とほ

ぼ一致している。 

また、Ｃ社の後継会社であるＤ社は、「合併前のＣ社に係る関係書類は無く、

当時の職員も在籍していないため、申立人の勤務実態及び保険料控除につい

ては不明。」と回答していることから、申立期間に係る保険料控除等について

明らかとすることはできなかった。 

一方、Ｃ社に係る厚生年金保険被保険者名簿をみると、申立人と同様に加

入期間に空白期間のある者が 63人確認でき、このうち住所の判明した者に照

会したところ、回答の得られた８人全員が同社の加入記録に間違いは無かっ

たと回答している。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録において、氏名の読み方の違い等に

よる検索を行ったが、申立期間に係る申立人の被保険者記録は見当たらない。 

なお、申立期間当時、Ｃ社の事業主はＥ社も経営していたことから、同社

に係る厚生年金保険被保険者名簿も調査したが、申立人の被保険者記録は確

認できなかった。 

このほか、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の事業主による控除

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4721 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年６月ごろから 20年８月 15日まで 

    私は、昭和 19 年６月ごろから 20 年８月 15 日までＧ市Ｈ区に所在したＡ

社に徴用された。45年 10月に当時の給与票を持って社会保険事務所に出向

いたが、既に失効であると言われたのであきらめ、給与票を処分した。 

申立期間について厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の陳述及び関係資料により、申立人が勤務していたと申し立てているＡ

社は、Ｂ社(現在は、Ｃ社。)の設立に伴い、申立期間当時には同社Ｄ工場と名

称変更されていたと推定できるところ、申立人の同社Ｄ工場での在職について

は、申立人が事業主兄弟の氏名を記憶していること及び同社Ｄ工場の業務内容

に関する申立人の陳述内容が同僚の陳述内容と符合することなどから、期間は

特定できないものの、勤務していたものと推認される。 

しかしながら、Ｃ社は、「当時の資料が無く、申立人の申立期間における当

社Ｄ工場での厚生年金保険の加入状況及び保険料控除等については不明。」と

回答している。 

また、申立人は同僚を記憶していなかったため、Ｂ社Ｄ工場に係る厚生年金

保険被保険者名簿から同社Ｄ工場で加入記録が確認できる複数の者を抽出し

照会したものの、申立人の申立期間における厚生年金保険の加入状況等につい

て確認することはできず、申立人の申立期間における保険料控除をうかがわせ

る事情等を明らかとすることはできなかった。 

さらに、申立人が記憶している給与額及び厚生年金保険料の源泉控除額は、

当時の一般給与水準額及び厚生年金保険料額と大きく相違している。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による



検索を行っても、申立人の申立期間における被保険者記録を確認することはで

きない。 

なお、申立人は、Ｇ市Ｈ区に所在するＡ社に勤務したと主張しているところ、

同地域において申立人主張の事業所名と類似するＥ社（新規適用日及び適用事

業所では無くなった日は不明。）が確認できたことから、申立人が当該事業所

に勤務していた可能性を含め、同事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿を調

査したものの、申立人の記録を確認することはできなかった。また、当時の同

僚からは、当時、Ｂ社Ｄ工場には、「Ｆ社」という事業所に在籍していた者も

一緒に勤務していた旨陳述も得られたものの、社会保険事務所において、同事

業所に該当するとみられる厚生年金保険の適用事業所の記録は見当たらなか

った。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4722 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 29年５月 31日から 30 年３月１日まで 

私は、Ａ社に昭和 28年５月に入社し、30年６月に退社するまで、社宅に

入居しており、途中退社することもなかった。 

申立期間は、給与から厚生年金保険料を控除されていたので、被保険者で

あったことを認めてほしい。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の事業主の息子からは、「申立人は、自宅敷地内にあった社宅に２年ぐ

らい住んでいたことを記憶している。」旨陳述が得られ、申立人主張の勤務期

間と符合していることなどから、申立人は申立期間も継続してＡ社で勤務して

いたものと推認される。 

しかしながら、Ａ社の当時の事業主及び同僚は、いずれも既に亡くなってい

るか所在不明等のため、申立期間当時の申立人の勤務実態及び厚生年金保険料

控除等について確認できなかった。 

また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人の欄には、健

康保険被保険者証を返納したことを示す「証返」の押印が確認できるほか、申

立期間中も在籍していた被保険者には、昭和 29年 10月の定時決定の記録が確

認できるところ、申立人の記録は無い。 

さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等によ

る検索を行ったが、申立期間において申立人に該当する被保険者記録は見当

たらない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4723 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料 

  を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年 11月 27日から 48年６月１日まで 

② 昭和 56年８月１日から同年 11月１日まで 

③ 昭和 58年４月１日から 59年６月１日まで 

④ 昭和 61年４月１日から同年５月１日まで 

私は、昭和 47年 11 月 27日から 50年３月までの期間及び 56年８月１日

から平成２年 10月までの期間について、Ａ社にＥ職として在職していたこ

とは、同社発行の在職証明書で証明されている。 

しかし、社会保険事務所で厚生年金保険の加入期間を確認したところ、申

立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。申立期間は当該事業所に勤務

し、給与からも厚生年金保険料が源泉控除されていたことは間違いないので、

当該期間を厚生年金保険の被保険者と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間におけるＡ社での在籍については、同社のＦ業務を行って

いるＢ社発行の在籍証明書で確認できる。 

一方、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿をみると、申立人と同様に、同

社において、加入記録に複数回の空白期間が生じている者が申立人以外に 46

名確認でき、このうち回答の得られた複数の同僚から、「Ｅ職の場合は継続し

て勤務していても、雇用上の身分である職階に応じて社会保険への加入が異な

っており、Ｃ職としての身分の場合は社会保険に加入することができたが、業

績が良好でなかった場合はＤ職という職階に降格され、その間は社会保険の適

用を受けられなかった。私自身も勤務していた期間のうち、Ｄ職であった期間

は厚生年金保険の加入記録に空白期間が生じている。」との回答が得られたこ

とから、申立期間当時、同社に継続して在籍していたＥ職であっても、職階の



切替えなど雇用上の身分の変更に伴って厚生年金保険に加入していない期間

があったことがうかがわれ、申立人についても当時、このような取扱いにより

厚生年金保険に加入していなかった期間が生じていた可能性が考えられる。 

また、上記の同僚は、「社会保険に加入していなかった期間は、給与から保

険料は控除されていなかった。」とも陳述している。 

さらに、Ｂ社は、「申立人の申立期間当時の社会保険の加入状況及び保険料

控除については、資料が廃棄されているため確認できない。なお、申立人に係

る職階及び身分の異動状況についても不明である。」と回答している。 

加えて、申立人に係る国民年金の被保険者記録をみると、申立人は申立期間

①を含む昭和38年８月から48年５月までの期間に係る国民年金保険料を現年

度納付していることが確認できるほか、申立期間②を含む 50 年１月から 56

年 10 月までの期間及び申立期間③と重なる 58 年４月から 59 年５月までの期

間については、国民年金の法定免除期間となっていることが確認できる。 

なお、申立期間④については、社会保険庁の記録によると、申立人は昭和

61 年４月１日に厚生年金保険の被保険者資格をいったん喪失し、その翌月の

同年５月１日に資格を再取得しているところ、資格の再取得時には申立人の標

準報酬月額が減額されていることが確認できる。 

さらに、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間における厚生年金保険の被保険者記録は見

当たらないほか、Ａ社に係る被保険者名簿の健康保険整理番号には欠番は無く、

同名簿の記録に不自然な点もうかがえない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除については、申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関連資料及

び周辺事情も無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4724 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 21年１月ごろから 23年５月１日までの期

間、27 年４月 25 日から同年７月ごろまでの期間及び 47 年 10 月１日から 49

年 11 月ごろまでの期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立期間のうち、昭和 25年５月７日から同年８月 15日までに係る厚

生年金保険被保険者記録の訂正は必要ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 21年１月ごろから 23年５月１日まで 

         ② 昭和 25年５月７日から同年８月 15日まで 

         ③ 昭和 27年４月 25日から同年７月ごろまで 

         ④ 昭和 47年 10月１日から 49年 11月ごろまで 

    申立期間①及び②については、Ａ社で昭和 21 年１月ごろから 25 年８月

15 日まで、継続して勤務していた。しかし、社会保険庁の記録では、申立

期間①及び②の期間の加入記録が無いとされている。 

    申立期間③については、昭和 26 年３月 10 日から 27 年７月ごろまで、Ｂ

社に住み込みで勤務していた。しかし、社会保険庁の記録では、申立期間③

の期間の加入記録は無いが、勤務し始めて半年ぐらい経った時に病気で入院

し、傷病手当金を受けていた記憶があり、会社が籍だけ入れてくれていたと

思う。 

    申立期間④については、夫の父が昭和 49 年８月に亡くなったが、それか

ら３か月後の同年 11 月までＣ社で勤務していた記憶があるのに、加入記録

が無いとされている。 

申立期間①、②、③及び④について、厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、昭和 21 年１月ごろからＡ社で勤務したと



申し立てているところ、同年１月時点において申立人は小学校６年生（昭和

21年３月に卒業する年度。）であった時期とみられ、同社に係る厚生年金保険

被保険者名簿をみると、申立期間中に 12 歳で厚生年金保険に加入している者

が確認できるものの、いずれの者も小学校卒業後の４月以降に加入しており、

小学校在学中に厚生年金保険に加入している者は見当たらない。 

また、申立人は、「中学校に１年間ぐらい通った時期に母親から仕事をしな

さいと言われたので学校を辞めて、気候が寒い時期に働きに行った。」とも陳

述していることから判断すると、申立期間のうち、昭和 21 年１月ごろから同

年度の冬ごろまでは勤務していなかったと考えられる。 

さらに、申立人が、当時の後輩の同僚として名前を挙げた者及びＡ社に係る

厚生年金保険被保険者名簿から抽出した同僚に対し、申立人の入社日及び勤務

期間を照会したが、いずれの同僚からも具体的な陳述は得られず、申立人の入

社日など当時の事情を明らかとすることはできなかった。 

加えて、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所では無くなっている上、事業

主及び当時の社会保険事務担当者の所在も不明であり、申立人の申立期間にお

ける厚生年金保険の加入状況及び保険料控除について確認することはできな

い。 

また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿には健康保険の整理番号に欠番

は無く、記録に不自然な点も見当たらないほか、社会保険庁の記録において、

申立人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、申立人の申立期間にお

ける被保険者記録は見当たらなかった。 

なお、社会保険庁保管の厚生年金保険記号番号払出簿においても、申立人の

Ａ社での資格取得日は、昭和 23 年５月１日と記録されていることが確認でき

る。 

このほか、申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間②について、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿及び社会保険庁

のオンライン記録において、申立人は同社において昭和 23 年５月１日に資格

を取得し、25年９月 27日に資格を喪失したと記録されており、申立期間②は

同社における厚生年金保険被保険者として記録されていることが確認できる

ことから、記録訂正の必要は認められない。 

申立期間③について、申立人は、Ｂ社で勤務し始めて半年ぐらい後に病気の

ため入院し、その後復職せずに退職したと申し立てていることから、申立人は

当時、同社に在籍していなかったことが考えられる。 

また、Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者名簿から抽出した複数の同僚に対し

申立人の勤務期間等を照会したが、いずれの同僚も申立人を記憶していないと

回答しており、確認することはできなかった。 

さらに、Ｂ社の事業主は、既に亡くなっているほか、当時の社会保険事務担



当者の所在も不明であり、申立人の勤務期間及び申立期間に係る保険料控除に

ついては確認することができない。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間③において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間④について、申立人は、昭和 49年 11月ごろまでＣ社で勤務してい

たと申し立てているが、同社提出の人事記録によると、申立人は 47年９月 30

日に依願退社と記載されていることが確認でき、当該記録は厚生年金保険の資

格喪失日とも一致している。 

また、Ｃ社からは、「当該人事記録により、申立人は、昭和 47 年９月 30 日

付けで当社を退職したと判断でき、雇用形態の変更によって継続して勤務して

いたとも考えにくい。」旨の回答も得られたことから、申立人が当時、同社に

在籍していたことを確認することができない。 

さらに、上記のとおり、申立人は、申立期間において、Ｃ社には在籍してい

なかったことが推定されることから、事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていたとは考え難い。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間における被保険者記録は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間④において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間①、③及び④に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

また、申立期間②については、申立人は、社会保険庁の記録において、Ａ社

の厚生年金保険被保険者として記録されていることが確認できることから、当

該記録の訂正は必要ない。



大阪厚生年金 事案 4725 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 32年３月１日から 34年 11 月１日まで 

  社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、申立

期間にＡ社（現在は、Ｂ社。）で勤務していたにもかかわらず、被保険者記

録が無いとの回答をもらった。申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いこ

とに納得がいかないので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    雇用保険の記録及び同僚の陳述から判断すると、申立人がＡ社に申立期間当

時勤務していたことは確認できる。 

    しかしながら、Ｂ社提出の従業員カードによると、申立人の厚生年金保険資

格の取得日は昭和 34年 11月１日と記載されていることが確認できるほか、同

社の現在の社会保険事務担当者は、「申立期間当時、申立人と同様の身分で採

用されたものは、入社後すぐに厚生年金保険に加入せず、一定期間経過後、上

司の推薦を受けた後に正社員として登用され、その時点から厚生年金保険に加

入させる取扱いであった。また、このような取扱いであった従業員が申立人以

外にもいたように記憶している。」と陳述している。 

また、申立人と同質の業務を行っていた同僚は、「入社してすぐには厚生年

金保険に加入していなかった。一定期間を経過した後に上司の推薦等を受け、

その時点から資格を取得したように思う。」としており、上記の陳述内容と符

合する陳述も得られた。 

    さらに、上記社会保険事務担当者は、「申立人が厚生年金保険の被保険者資

格を取得する前の期間は保険料を控除していなかったと思う。」と回答してい

る。 



 加えて、Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者名簿をみると、申立期間中に資格

を取得した者が 198名確認できるものの、健康保険番号には欠番は無く、同名

簿の記録に不自然な点もうかがえないほか、社会保険庁の記録において、申立

人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、申立人の申立期間における

被保険者記録は見当たらない。 

 このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除については、申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関連資料及

び周辺事情も無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 4726 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29年から 34年まで 

  社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ氏

所有のＢ船及びＣ船に乗った期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。両

船には、昭和 29年から 34年まで乗っていたので、申立期間について厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、Ａ氏所有のＢ船及びＣ船に乗っていたと申し

立てている。 

しかし、船舶原簿においてこれら両船舶の記録は無く、申立人が両船舶に乗

ったた事実は確認できない。 

また、社会保険事務所の記録をみると、船舶所有者であるＡ氏は、申立期間

において、適用事業所の届出を行っていない上、Ｂ船及びＣ船が「Ａ氏」所有

の船舶として適用対象となったのは昭和 44 年 11月１日であり、申立期間は適

用対象ではない。 

さらに、船主のＡ氏及びその妻は死亡しており、これらの者から、申立人の

勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について確認することはできない。 

加えて、申立人は、「乗組員は採用されても１か月ぐらいで退職してしまう

ため、名前を覚えている者はおらず、同じ船に乗り組んだのは申立人と船主夫

妻の３人であることが多かった。」としていることから、同僚からも、申立人

の勤務実態を確認することはできない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周

辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4727 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年４月から 36年 11月１日まで 

                          ② 昭和 36年 11月１日から 37年１月まで 

    私は、Ａ社で昭和 34年４月から 37 年１月まで、Ｂ業務従事者として勤務

したが、厚生年金保険の加入期間として記録されていない。同社に勤務して

いた当時の同僚に加入記録があって、私に記録が無いのは納得できないので、

申立期間①及び②について厚生年金保険の被保険者期間であることを認め

てほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社に昭和 29年から 35年まで勤務したとする従業員

及び 32年から 56年まで勤務したとする従業員が、「申立人は、昭和 34年４月

に中学校を卒業と同時にＡ社に入社した。」と陳述していることから、申立人

が申立期間①のうち、34 年４月以降の一定期間について同社に勤務していた

ことは推定できる。 

しかし、社会保険庁の記録によると、Ａ社は昭和 36年 11月１日に厚生年金

保険の適用事業所となっており、申立期間①当時は適用事業所ではないことが

確認できる。 

また、申立期間①において、Ａ社に勤務していた同僚二人は、「Ａ社が適用

事業所となる前に給与から厚生年金保険料を控除されることは無かった。」と

陳述している。 

さらに、Ａ社の事業主は既に死亡していることから、申立人の申立期間①に

係る保険料控除について確認することができない。 

申立期間②について、申立人が記憶する同僚は、「昭和 36 年 11 月当時、Ａ

社に労働組合が結成され、その要求を受けて同社が厚生年金保険の適用事業所

となった。」と陳述しているところ、申立人はＡ社に労働組合は無かったと陳

述していることから、申立人は同社が厚生年金保険の適用事業所になる前後に



在籍していたことを確認できない。 

また、別の同僚は、「会社が厚生年金保険の適用を受けた後も、給料から保

険料を控除されることを嫌って厚生年金保険に加入しない従業員がいた。」と

陳述しており、このことは、Ａ社が厚生年金保険の適用を受けた後も昭和 44

年ごろまで継続して同社に勤務していたと申立人が記憶する同僚について、同

社における厚生年金保険加入記録が無いことと符合する。これらの状況から、

同社は申立期間②当時、必ずしもすべての従業員を厚生年金保険に加入させて

いなかったものと考えられる。 

このほか、申立人が申立期間①及び②において事業主により給与から厚生年

金保険料を控除されていたことをうかがわせる資料及び周辺事情等は見当た

らない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4728 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27年１月 20日から 28年 12月１日まで 

                    ② 昭和 28年 12月１日から 29年２月１日まで 

             ③ 昭和 30年１月 31日から同年３月１日まで 

             ④ 昭和 30年３月１日から同年 11月 15日まで 

私は、昭和 27 年１月 20 日にＡ社へ入社し、30 年 11 月 15 日まで同社で

勤務した。しかし、社会保険庁の記録では、29 年２月１日に厚生年金保険

の資格を取得し、30年１月 31日に資格を喪失後、１日空いて２月１日に全

く別の名称であるＢ社で再取得となっていることに納得がいかない。申立

期間をＡ社での厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、社会保険庁の記録によると、Ａ社は、昭和 28 年 12

月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間①当時は適用事業

所ではない。 

また、申立期間①当時の事業主及び同僚は既に死亡又は連絡先が不明であ

ることから、申立期間①における申立人の勤務状況及び保険料控除について

確認できない。 

申立期間②について、Ａ社に勤務していた同僚の陳述から、申立人が申立

期間②のうちの一定期間、同社に勤務していたことは推定できる。 

しかし、Ａ社に係る厚生年金被保険者名簿を見ると、申立人の入社以前か

ら勤務していた従業員と、申立人よりも半年後に入社した従業員が、申立人

と同じ昭和 29年２月１日付けで厚生年金保険被保険者資格を取得しているこ

とが確認でき、同社が何らかの事情により、同日にまとめて被保険者資格の

取得手続を行ったものと考えられる。 



また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立期間において

健康保険整理番号の欠番は無く、一連の手続に不備があったとは考え難い。 

申立期間③及び④のうち、昭和 30 年２月１日から同年 11 月１日までの期

間について、申立人は、Ｂ社での厚生年金保険被保険者加入記録があるが、

同社に勤務していたことはなく、Ａ社で継続して勤務していたと申し立てて

いる。 

しかし、申立期間③及び④当時のＡ社の事業主及び同僚は既に死亡又は連

絡先が不明であることから、当時の申立人の勤務状況及び保険料控除につい

て確認できない。 

また、Ａ社は昭和 30年３月１日に厚生年金保険適用事業所で無くなってい

ることから、申立期間④については、同社は適用事業所ではない。 

さらに、申立人及びＡ社の同僚は申立期間③及び④当時、Ｂ社とＡ社は両

社の所在地が道路を挟んで向かい合わせで、業務の関係もあり、しかも事業

主同士は個人的に親しかったと陳述している。また、当該同僚についても申

立人と同様にＡ社で被保険者資格を喪失後、昭和 20年２月１日にＢ社で被保

険者資格を取得している。なお、当該同僚も同社で被保険者資格を取得して

いることを知らない。 

以上のことから、Ｂ社の事業主はＡ社が適用事業所で無くなる直前の昭和

30 年２月１日にＡ社の従業員であった申立人と当該同僚にＢ社の従業員とし

て厚生年金保険被保険者資格を取得させたと考えることが相当である。 

このほか、申立人が申立期間①、②、③及び④においてＡ社の事業主により

給与から厚生年金保険料が控除されていたことをうかがわせる事情等は見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4729  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住        所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 27年 10月 25日から 28年８月１日まで 

社会保険庁より送付されてきたねんきん特別便に、昭和 27年３月から 28

年７月末日まで勤務していたＡ社の厚生年金保険加入記録が 27 年３月 10

日から同年 10 月 25 日までと記録されており、同年 10 月 25 日から 28 年８

月１日までが未加入になっていることが分かった。同社では子供が生まれる

直前まで勤務しており、同年＊月＊日に長男を出産している。勤務していた

証明として 27年 11月８日に行った慰安旅行の写真を所持しており、勤務し

ていたことは明らかである。妊娠していることを会社に黙っていたので、勤

務時間及び出勤日数の短縮をしたことはない。お腹が目立つようになって、

会社からそのことを理由に辞めた方がよいと言われ退職した。勤務していた

間は保険料を給料から控除されていたはずである。申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人提出の昭和27年11月８日に撮影されたとする慰安旅行の写真により

申立人が申立期間のうち一定期間、Ａ社に勤務していたことが推定できる。 

しかし、Ａ社の申立期間当時の事業主、総務事務担当者及び経理事務担当者

は既に死亡していることから、申立期間当時の申立人の勤務状況及び厚生年金

保険料の控除について確認することができない。 

さらに、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿から抽出した被保険者９名に

照会を行い６名から回答が得られたものの、申立人の申立期間に係る厚生年金

保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人が、申立期間当時、事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことを確認できる関係資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4730 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額の記録については、

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 11年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成３年４月１日から４年７月 11日まで 

私は、Ａ社の事業主であったが、同社が解散し、自分の勤務が終了する時

まで給与額を変更したことは無い。社会保険庁の記録では、同社における勤

務期間のうち、申立期間の標準報酬月額が減額されているので調査してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録において、申立期間の標準報酬月額については、

当初、53 万円と記録されていたところ、申立に係る事業所が適用事業所で無

くなった後の平成４年７月 13 日付けで、申立期間のすべてについて、さかの

ぼって 15万円に引き下げられていることが確認できる。 

しかしながら、申立事業所に係る登記簿から、申立人が当該事業所の代表取

締役になっていることが確認できる。 

また、申立人の指示を受けて、平成４年ごろに社会保険事務所へ保険料の滞

納について相談に行ったと陳述する申立事業所の元従業員は、「社会保険事務

所の職員から滞納保険料の整理について説明を受け、その場で申立人に電話に

よって報告した結果、誰の給与額を減額すれば良いのかという指示を申立人か

ら受けた。」としている。さらに、申立人は、滞納している社会保険料の相談

のため、自分の代理として当該元従業員を管轄社会保険事務所に訪問させたこ

とを認めており、申立期間に係る同年７月 13 日付けの処理に関しても、社会

保険事務所が、申立人の一切の関与も無しに、無断で処理を行ったものと認め

ることはできない。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負ってい

る代表取締役である申立人は、会社の業務としてなされた当該行為については

責任を負うべきであり、当該行為の無効を主張することは信義則上許されず、

申立期間については、申立人の厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4731 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21 年 11月１日から 26年２月６日まで 

    厚生年金保険加入期間について、社会保険事務所に照会申出書を提出した

ところ、Ａ社の昭和 21 年 11 月１日から 26年２月６日までの期間について

は、脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

    当時、脱退手当金という給付制度そのものを知らなかった。 

脱退手当金は受け取っていないので、調査してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな

いとしている。 

しかし、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）をみると、脱退

手当金が支給されたことを示す表示が記載されているほか、給付記録欄に支給

金額、資格期間等が記載されており、その内容はオンライン記録と一致してい

る上、申立人の脱退手当金の支給額の計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚

生年金保険被保険者資格の喪失日から約６か月後の昭和 26 年８月６日に支給

決定がなされているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の脱退手当金が支給された当時は通算年金制度創設前であり、

申立期間の事業所を退職後、昭和 42 年３月まで厚生年金保険への加入歴が無

いことを踏まえると、申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかが

えない。 

これらの理由及びその他の事情などを含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 4732  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名  ：  女 

基礎年金番号  ：   

生 年 月 日  ：  昭和 19年生 

住        所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  ① 昭和 35年５月 28日から 37年５月 26日まで 

          ② 昭和 37年６月５日から同年７月 22日まで 

          ③ 昭和 37年７月 23 日から 39年８月 21日まで 

          ④ 昭和 39年９月１日から 40年４月３日まで 

          ⑤ 昭和 40年４月３日から 43年６月１日まで 

     厚生年金保険加入記録について社会保険事務所に照会申出書を提出した

ところ、Ａ社、Ｂ社、Ｃ社、Ｄ社及びＥ社に勤務していた期間について、

脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

脱退手当金について、自分で手続したことは一切無く、受け取ってもい

ない。是非調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社、Ｂ社、Ｃ社、Ｄ社及びＥ社に勤務していた期間について、

脱退手当金の受給申請手続をした記憶が無いことから、脱退手当金は受給して

いないとしている。 

しかし、申立人の厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味

する「脱」表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給金額

に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日か

ら約３か月後の昭和 43年８月 16日に支給決定されているなど、一連の事務処

理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 4733 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 39年３月５日から同年 12月 23 日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、高校卒業後

にＡ業務従事者として勤務していたＢ社（現在は、Ｃ社。）における申立期

間の標準報酬月額が１万 6,000円と記録されている旨の回答を受けた。 

しかし、申立期間は、毎月３万円の給与が支払われていたので、正しい標

準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ｂ社における申立期間に係る標準報酬月額が、実際の給与額と大

きく異なっていると申し立てている。 

 しかし、社会保険事務所のＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、申立人と同一日に被保険者資格を取得し年齢及び性別も同じである

17人の元従業員のうち、営業職であった２人を除く 15人の資格取得時の標準

報酬月額をみると、申立人と同じ１万 6,000 円と記録されていることが確認で

きる。 

 また、上記従業員のうち、申立人と同期入社であり年齢及び職種が同じ同僚

は、「私の初任給は１万 5,000 円であった。Ａ業務従事者で初任給が３万円と

いうのは考えられない。」と陳述している。 

 さらに、Ｃ社は、申立期間当時の賃金台帳等の資料を保管していないため、

申立人の申立期間における報酬月額及び保険料控除額について確認すること

はできない。 

   このほか、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額（３万円）

に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確

認できる関連資料及び控除をうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 4734 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間において、厚生年金保険の被保険者となることができな

い事業主であったことから、厚生年金保険の被保険者であったと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年５月１日から 61年１月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、申立

期間の加入記録が無い旨の回答を受けた。当該期間はＡ社の個人事業主であ

ったが、Ｂ健康保険組合の健康保険に加入していたことから厚生年金保険に

も加入していたことは間違いないので、厚生年金保険被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

厚生年金保険法では、個人事業所の事業主は厚生年金保険の被保険者となる

ことができないところ、申立人は、申立てに係るＡ社の代表者であったが、申

立期間について、Ｂ健康保険組合で健康保険に加入していたことから、厚生年

金保険の被保険者であったと申し立てている。 

しかし、申立人が保管している当該事業所に係る昭和 48年 10月の厚生年金

保険被保険者標準報酬決定通知書を見ると、申立人及びその妻の「厚年の決定」

欄には「算定不要」の押印があることから、厚生年金保険の被保険者では無か

ったことが確認できる。 

また、社会保険事務所の記録では、Ａ社は、個人事業所として昭和 44 年５

月１日に任意加入で厚生年金保険の新規適用となり、51 年３月１日に適用事

業所では無くなっていることから、申立期間のうち、当該日以降は適用事業所

ではない。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録では、申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和 51 年８月に払い出されており、同年４月から 60 年 12 月までの国民

年金保険料が現年度納付されていることが確認できる。 



このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間において、厚生年金保険の被保険者となることができない事業

主であったことから、厚生年金保険被保険者であったことを認めることはでき

ない。



大阪厚生年金  事案 4735 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 10月から 42年７月まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務していた申立期間の加入記録が無い旨の回答を受けた。私が申立期間

に同社に勤務していたのは間違いないので、厚生年金保険被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 40 年 10 月から 42 年７月までＡ社に勤務し、厚生年金保険

に加入していたと申し立てている。 

しかし、Ａ社から提出された社会保険管理カードを見ると、申立人に係る健

康保険厚生年金保険被保険者の資格取得年月日は、昭和 43 年 10月 14 日であ

り、また、「43.10.19退職」の記載も確認できるものの、申立期間に係る記録

は無い。 

これについて、Ａ社は、「申立人については、社会保険管理カードに記載さ

れているとおりであると認識しており、それ以外の期間についての勤務実態も

無ければ、保険料も控除していない。」と陳述している。 

また、社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の手

帳記号番号は昭和 41 年６月１日にＢ市で払い出されており、前後の払出し状

況から職権適用により払い出されたことが推認されるが、この職権適用による

払出しについて、Ｂ市では、国民健康保険被保険者名簿のうち、国民年金の未

加入者に対して手帳記号番号を払い出すとしていることから、申立人は、同年

６月時点では国民健康保険に加入しており、健康保険厚生年金保険には加入し

ていなかったことが推測できる。 

さらに、社会保険事務所のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を



                    

  

見ても、申立期間に健康保険整理番号の欠番は無く、同名簿の記録に不自然な

点もうかがえない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料及び周

辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金  事案 4736 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29年 10月９日から 30年３月２日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。当

該期間については、退職することなく継続して勤務していたのは間違いない

ので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の陳述から判断して、申立人が申立期間もＡ社に勤務していたことは推

認することができる。 

しかし、社会保険事務所のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、申立人と同様に、いったん、被保険者資格を喪失し、その後再取得し

ている者が、昭和 25年から 30年までの間に３人みられる上、当該３人のうち

一人は、申立人と業務内容が同じであった旨回答している。 

また、当該被保険者名簿において、申立人の申立期間に係る資格の喪失に合

わせて、健康保険証が返却された旨の記載が確認できる。 

さらに、Ａ社は、昭和 48 年に解散し、申立期間当時の事業主は既に死亡し

ており、また、申立期間当時の社会保険事務担当者の氏名も不明であることか

ら、これらの者から申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除等を確認す

ることはできない。 

このほか、申立人に係る申立期間の保険料控除を確認できる関連資料及び周

辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金  事案 4737 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年ごろから同年 10月 26日まで 

             ② 昭和 61年 12月 27日から 62年９月まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所に照会をしたところ、Ａ

社で勤務した期間のうち、申立期間①及び②の記録が無い旨の回答を受けた。 

    申立期間①及び②もＡ社で勤務していたので、厚生年金保険被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、雇用保険の記録から、申立人が昭和 61 年７月１日

からＡ社に勤務していたことが確認される上、申立期間当時の同僚で現在の同

社の代表者が「申立人は、申立期間当時、１年ないし１年半程度の期間、Ａ社

に勤務していた。」と陳述していることから判断して、期間は特定できないも

のの、同年７月１日以前の期間においても、申立人が同社に勤務していたこと

を推認することができる。  

しかし、申立期間当時に、Ａ社で申立人の同僚として勤務していた代表者の

二人の息子は、いずれも、自身等が記憶する入社時期から 10 か月後に厚生年

金保険に加入していることから、同社では、申立期間当時、採用後すぐには従

業員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがわれる。 

また、Ａ社の現在の代表者は、「申立人は、すべての期間が正社員ではなく、

当初は、臨時雇用であった記憶がある。」旨陳述している。 

申立期間②については、申立人は、昭和 62 年９月までＡ社に引き続き勤務

し、厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を見ると、

申立人は、昭和 62年１月７日に健康保険証を返却していることが確認できる。 



                    

  

また、雇用保険の記録でも、申立人は、昭和 62 年１月９日に被保険者資格

を喪失しており、厚生年金保険の記録とほぼ合致する。 

さらに、申立期間当時の同僚等に照会しても、申立人が昭和 62 年１月９日

以後もＡ社に継続して勤務していたことを推認できる陳述は得られない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を給与から控除

されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4738 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間において、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年４月から 36年 10月１日まで 

             ② 昭和 44年７月 21日から同年 10月まで 

             ③ 昭和 45年 10月 21日から同年 11月まで 

             ④ 昭和 46年１月から 48年３月まで 

⑤ 昭和 50年１月から同年４月５日まで 

⑥ 昭和 51年９月１日から 53年 10月まで 

⑦ 昭和 53年 11月から 54年６月１日まで 

    私は、申立期間①の期間は、先輩が勤務しているＡ社に入社し、Ｆ業務に

従事していた。その後、申立期間②の期間は、友人の紹介でＧ職としてＢ社

に勤務した。また、申立期間③の期間は、友人の紹介でＣ社に入社し、Ｈ業

務の仕事をしていた。さらに、申立期間④は、昭和 43年から 44年に勤務し

ていたときの友人の紹介でＢ社に再度入社し、前と同じＧ職として勤務した。

申立期間⑤及び⑥の期間は、新聞に掲載されていた従業員募集に応募し、Ｄ

社に入社し、Ｉ業務従事者として 50 年４月５日から 53 年 10 月まで勤務し

た。申立期間⑦の期間は、従業員募集の張り紙を見て、Ｅ社に入社し、Ｊ業

務に従事していた。 

しかし、これらの申立期間が厚生年金保険に未加入とされており、納得で

きない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間①について、申立人は、昭和 34年４月から 36年 12月 26日までＡ

社に勤務していたと申し立てているところ、社会保険事務所の記録では同年 10

月１日から同年 12月 26日までにおいて、同事業所に係る申立人の厚生年金保

険の加入記録が確認できる。 



                    

  

しかし、社会保険事務所が保管するＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿を見ると、健康保険の整理番号に欠番は無く、同名簿の記載内容に不自

然な点もうかがえない。 

また、申立人がＡ社において先輩であったとして名前を挙げた同僚の厚生年

金保険被保険者資格の取得日も申立人と同じ昭和 36年 10月１日となっている

ことが確認できる。 

さらに、当該事業所は、既に適用事業所で無くなっているほか、事業主も亡

くなっており、また、上記名簿から申立期間に厚生年金保険被保険者記録があ

る者を 14 人抽出調査したが、既に亡くなっているか所在が判明しないため、

申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認することがで

きなかった。 

申立期間②について、申立人は、昭和 43年９月 24日から 44年 10月までＢ

社に勤務していたと申し立てているところ、社会保険事務所の記録では 43 年

９月 24 日から 44 年７月 21 日までにおいて、同事業所に係る申立人の厚生年

金保険の加入記録が確認できる。 

しかし、申立人のＢ社における雇用保険の被保険者記録をみると、資格取得

日が昭和 43年９月 24日、離職日は 44年７月 20日となっており、厚生年金保

険の記録と一致していることが確認できる。 

また、社会保険事務所が保管するＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿の申立人の欄には、昭和 44年７月 21日付けの資格の喪失に伴い健康保険

被保険者証を返納したことを示す押印が確認できるほか、同名簿の記載内容に

も不自然な点はうかがえない。 

さらに、当該事業所は、既に適用事業所で無くなっているほか、事業主の所

在も不明である上、上記名簿から所在の判明した同僚６人に事情照会を行った

が、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除について確認することはで

きなかった。 

申立期間③について、申立人は、昭和 44 年 11 月 18 日から 45 年 11 月まで

Ｃ社に勤務していたと申し立てているところ、社会保険事務所の記録では 44

年 11 月 18 日から 45 年 10 月 21 日までにおいて、同社に係る申立人の厚生年

金保険の加入記録が確認できる。 

しかし、申立人のＣ社における雇用保険の被保険者記録をみると、資格取得

日が昭和 44年 11月 18日、離職日は 45年 10 月 20日となっており、厚生年金

保険の記録と一致していることが確認できる。 

また、Ｃ社は、「申立期間に係る人事記録において申立人の記録は見当たら

ないため申立人の勤務実態及び保険料控除については不明である。」としてい

ることから、当該事業所及び事業主からは、申立人の同社での勤務実態及び保

険料控除について確認することができなかった。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚のほか、社会保険事務所が保管する当該



                    

  

事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間に被保険者記

録のある同僚を抽出調査したが、申立人の申立期間における厚生年金保険料控

除等について確認することはできなかった。 

申立期間④について、申立人は昭和 46年１月から 48年３月までＢ社に勤務

していたと申し立てているところ、申立人が名前を挙げた同僚は、申立人は 46

年１月から 48 年ごろまで同事業所に勤務していたとしており、申立人が申立

期間において同事業所に勤務していたと推認できる。 

しかし、社会保険事務所が保管する当該事業所に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿の健康保険の整理番号に欠番は無く、また、同名簿の記載内容に

不自然な点もうかがえない。 

さらに、前述のとおり当該事業所は既に適用事業所で無くなっているほか、

事業主の所在は不明の上、上記名簿から申立期間に被保険者記録のある同僚６

人に事情照会を行ったが、申立人の申立期間における厚生年金保険料控除につ

いて確認することはできなかった。 

申立期間⑤及び⑥について、申立人は、昭和 50 年１月から 53 年 10 月まで

Ｄ社に勤務していたと申し立てているところ、社会保険事務所の記録では、50

年４月５日から 51 年９月１日までにおいて、同社に係る申立人の厚生年金保

険の加入記録が確認できる。 

しかし、申立人のＤ社における雇用保険の被保険者記録をみると、資格取得

日が昭和 50 年４月５日、離職日は 51 年８月 31 日となっており、厚生年金保

険の記録と一致していることが確認できる。 

また、雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、申立期間⑥と重なる昭

和 51年９月 17日に求職者給付金の受給資格決定を受け、同給付金を受給して

いたところ、同年 11月 12日付けで就職を理由に同給付金の受給を終了してい

ることが確認できる。 

さらに、Ｄ社は、「申立期間当時の資料を保管していないため、申立人の勤

務実態及び保険料控除については不明である。」としていることから、当該事

業所及び事業主からは、申立人の同社での勤務実態及び保険料控除について確

認することができなかった。 

申立期間⑦について、申立人は、昭和 53 年 11 月から 58 年４月１日までＥ

社に勤務していたと申し立てているところ、社会保険事務所の記録では、54

年６月１日から 58 年４月１日までにおいて、同社に係る申立人の厚生年金保

険の加入記録が確認できる。 

また、Ｅ社が保管する申立期間当時の健康保険厚生年金保険被保険者資格取

得確認及び標準報酬決定通知書並びに同被保険者資格喪失確認通知書には、申

立人の資格取得日は昭和 54年６月１日、資格喪失日は 58年４月１日と記載さ

れていることなどから、事業主は社会保険事務所に記録どおりの届出を行った

ことが確認できる。 



                    

  

さらに、Ｅ社は、「申立期間当時の資料については、上記以外は残っていな

いため、申立人の勤務実態及び保険料控除については不明である。」としてい

ることから、当該事業所及び事業主からは、申立人の同社での勤務実態及び保

険料控除について確認することができなかった。 

加えて、申立人が名前を挙げた同僚のほか、当該事業所に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿から申立期間に被保険者記録があり所在の判明した同

僚に事情照会を行ったが、確たる陳述は得られず、申立人の申立期間における

厚生年金保険料控除等について確認することができなかった。 

このほか、申立人が申立期間①、②、③、④、⑤、⑥及び⑦において、事業

主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる事情

等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4739 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年７月から 20年８月１日まで 

    私は、それまで勤務していたＡ市の事業所が空襲で焼失したため、その後、

昭和 19 年７月からＢ市内のＣ社に勤務し、Ｄ職としてＥ業務の仕事をして

いたのに、厚生年金保険の加入記録が 20 年８月１日からとされているのは

納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、それまで勤めていたＡ市内の勤務先の工場が空襲で焼失したため、

昭和 19年７月からＢ市内のＣ社に勤務していたとしているが、この空襲は 20

年＊月であったことが確認できることから、申立人がＣ社に勤務したのはそれ

以降と考えられる。 

また、社会保険事務所が保管するＣ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿の健康保険の整理番号に欠番は無く、さらに、同名簿の記載内容に不自然

な点もうかがえない。 

加えて、Ｃ社は既に適用事業所で無くなっており、申立期間当時の資料が無

い上、事業主は既に亡くなっているため、申立人の勤務実態及び厚生年金保険

料の控除について確認することができなかった。 

 また、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無い。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により厚生年金保険料を控除さ

れていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4740 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年７月 21日から同年８月 31日まで 

             ② 昭和 40年８月１日から 41年４月１日まで 

③ 昭和 41年６月１日から 42年３月１日まで 

④ 昭和 46年７月１日から同年９月１日まで 

私は、申立期間①については、Ａ社Ｂ支社のＣ市にあるＨ所に配属され、

Ｉ業務に従事していた。申立期間②は、Ｅ社において、Ｊ業務に従事してい

たのに、社屋移転後の１か月以外には厚生年金保険被保険者としての記録が

無い。申立期間③は、Ｆ社において、Ｋ業務に従事していた。申立期間④は、

Ｇ社において、Ｌ業務に従事していた。いずれの会社でも、健康保険被保険

者証を使った記憶は無いが、厚生年金保険の被保険者期間とされていないの

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、昭和 40 年７月 21 日から同年８月 31 日ま

でＡ社Ｂ支社に勤務していたと申し立てている。 

しかし、当該事業主から提出された申立人自筆の履歴書を見ると、職歴記事

の中に昭和 41 年５月にＥ社を退社したとの記載が確認できることから、当該

履歴書はＥ社を退職後に作成し、Ａ社Ｂ支社に提出したものとみられ、申立期

間において同社には入社していなかったものと考えられる。 

また、申立人は、Ａ社Ｂ支社における同僚等の名前を記憶しておらず、同社

における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認すること

ができなかった。 

申立期間②について、申立人は、昭和 40 年８月１日からＥ社に勤務してい

たと申し立てているところ、申立人が名前を挙げた同僚一人及び社会保険事務



                    

  

所の保管する同社に係る事業所別被保険者名簿から抽出調査した同僚二人は、

「申立人がＥ社に勤務していたのを知っている。」と陳述していることから、

申立人が申立期間において同社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、社会保険事務所の記録では、Ｅ社が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは、申立人が被保険者の資格を取得した昭和 41 年４月１日になってか

らであり、申立期間は適用事業所となっていない期間に当たる。 

また、複数の同僚は、「詳しくは覚えていないが厚生年金保険の適用事業所

となっていなかった時は保険料の控除は無かったと記憶している。」と陳述し

ている。 

さらに、Ｅ社は、昭和 41 年７月 31 日に適用事業所では無くなっている上、

事業主は既に亡くなっているため、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生

年金保険料控除について確認することはできなかった。 

申立期間③について、申立人は、昭和 41年６月１日から 42年３月１日まで

Ｆ社に勤務していたと申し立てているところ、申立人が名前を挙げた同僚の妻

は、「申立人と夫は、Ｅ社へ勤務していた当時の知人関係にあったと思う。」と

陳述していること、及び申立人は申立期間における取締役の名前を覚えていた

ことなどから、勤務期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していた

ことが推認できる。 

しかし、社会保険事務所の記録では、Ｆ社は、昭和 41 年９月１日に厚生年

金保険の適用事業所では無くなっており、申立期間のうち、同年９月１日から

42年３月１日までの期間は適用事業所ではない。 

また、Ｆ社の申立期間における事業主は、高齢で照会に対応できる状況では

なかったため、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料控除に

ついて確認することはできなかった。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚及び社会保険事務所の保管するＦ社に係

る事業所別被保険者名簿から抽出調査した複数の同僚は、「申立人が同社に勤

務していたことを覚えていない。」と陳述しているなど、申立人の申立期間に

おける保険料控除等を明らかとする陳述は得られなかった。 

加えて、上記名簿において申立期間当時の健康保険の整理番号に欠番は無く、

同名簿の記載内容に不自然な点もうかがえない。 

申立期間④について、申立人は、昭和 46 年７月１日から同年９月１日まで

Ｇ社に勤務していたと申し立てているところ、申立人は同社で厚生年金保険被

保険者記録の確認できる同僚及び事業主の名前をいずれも覚えていることか

ら、勤務期間は特定できないものの、申立人が申立期間において同社に勤務し

ていたことが推認できる。 

しかし、Ｇ社の事業主は、「当社は、Ｌ業務を行っていたことから、取引先

側からの要請で入社後２か月から３か月間は見習い期間として様子をみて、そ

の後に正社員とした。」と陳述しているところ、申立人は２か月という短期間



                    

  

で退職したとしていることから、正社員にはならなったものと考えられる。 

また、社会保険事務所の保管するＧ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿から抽出調査した当時の同僚も、「入社後２か月は正社員になれなかっ

た。」と陳述し、ほかの同僚も、「入社後３か月はアルバイトの身分であった。」

と陳述している。 

さらに、上記名簿において、申立期間当時の健康保険の整理番号に欠番は無

く、同名簿の記載内容に不自然な点もうかがえない。 

加えて、社会保険庁の記録において、申立人の氏名の読み方の違いによる検

索を行ったが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者としての記録は無い。 

このほか、申立人が申立期間①、②、③及び④において、事業主により給与

から厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4741 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年３月１日から４年９月 30日まで              

夫は、Ａ社の代表取締役として厚生年金保険に加入していた。申立期間当

時、支給されていた給料と社会保険庁に届け出されている標準報酬月額が不

当に低くさかのぼって減額処理されているので、元に戻してほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、Ａ社の代表取締役として同社に在籍し、厚生年金

保険の被保険者であったことが、社会保険事務所の厚生年金保険被保険者記録

及び同社に係る閉鎖登記簿謄本により認められる。 

また、社会保険庁の記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所で無く

なった日（平成４年９月 30 日）の後の平成４年 10 月２日付けで、２年 10 月

から４年８月までの22か月の申立人の標準報酬月額をさかのぼって26万円か

ら８万円に減額する処理が行われていることが確認できる。さらに、その 26

日後の同年 10月 28日付けで、さかのぼって減額処理した期間のうち、前半の

２年10月から３年２月までの４か月については８万円から元の26万円に戻す

処理をしていることが確認できる。 

このように、申立人の標準報酬月額は、２回にわたって訂正処理されている

ことなどから、事業主から記録訂正の原因となる訂正届が提出されているもの

と考えられるところ、社会保険事務所が保管するＡ社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿によると、同社の被保険者数は 10 人前後で推移していたと

ころ、昭和 63年８月以降は、同社代表取締役であった申立人と 65歳以上のた

め健康保険のみの加入であったとみられる従業員一人の２人だけであったこ



                    

  

と、及び申立人は業務執行責任を負う代表取締役であったことなどから判断す

ると、代表取締役であった申立人が非関与で承知していなかったとは考え難い。 

これらの事情及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、Ａ社の代表取締役として、自らの標準報酬月額の減額処理に関与しな

がら、その処理が有効なものではないと主張することは、信義則上許されず、

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂正する必要は認められない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4742 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

              

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年８月から 27年６月まで 

社会保険庁の記録では、私がＡ事業所（昭和 31 年８月１日にＢ社に組織

変更。）に勤めていた昭和 26年８月から 27 年６月までが厚生年金保険の未

加入期間となっている。 

私は、Ａ事業所を退職してから９か月の失業保険を受給しており、同事業

所に勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ事業所で勤務し、厚生年金保険に加入していたと主

張している。 

しかし、Ａ事業所は、昭和 31 年７月１日に厚生年金保険の適用事業所とな

っていることが、管轄社会保険事務所が保管する同事業所に係る厚生年金保険

被保険者名簿から確認でき、申立期間において、同事業所は適用事業所とはな

っていない。 

また、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 31 年７月１日と

同一日に同事業所での被保険者資格を取得していることが、管轄社会保険事務

所が保管する同事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿により確認できる同

僚は、「私は、昭和 26年からＡ事業所に勤務していた。明確には記憶していな

いが、事業所が法人化された 31 年夏ごろに厚生年金保険に加入し、保険料を

給与から控除されるようになったと思う。」旨陳述している。 

さらに、Ａ事業所は、昭和 40 年９月１日に厚生年金保険の適用事業所では

無くなっており、申立期間当時の事業主及び申立人を同事業所に紹介したとさ



                    

  

れる同僚は所在不明であることから、申立人の申立期間における厚生年金保険

料の控除の状況に関する陳述が得られない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4743 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年８月 18日から 34年４月１日まで 

             ② 昭和 34年４月１日から同年５月 10日まで 

社会保険庁の記録では、私がＡ社に勤務していた昭和 33年８月 18日から

34年４月１日まで（申立期間①）及びＢ社に勤務していた同年４月１日から

同年５月 10 日まで（申立期間②）が厚生年金保険の未加入期間とされてい

る。 

Ａ社及びＢ社では、Ｃ職として勤務していたため、船員保険には加入して

いなかったが、厚生年金保険には加入していたはずなので、申立期間①及び

②を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ社の所在地及び同社が所有していたＥ船

名を明確に記憶していることから、期間は特定できないが、申立人が同社に在

籍していたことは推定できる。 

しかし、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所では無くなっており、当時

の事業主は所在不明のため、申立期間①における申立人の勤務実態及び厚生年

金保険料の控除の状況に関する陳述が得られない。 

また、申立人と同様にＡ社でＣ職をしていたとする同僚の厚生年金保険被保

険者資格の取得日が入社から約１年経過後となっていることが、当該同僚の陳

述及び管轄社会保険事務所が保管する同社に係る厚生年金保険被保険者名簿

から確認でき、当該同僚は、「Ａ社では、入社後に試用期間があったと思う。」

旨陳述している。さらに、申立人と職種が異なるものの、同社での申立期間①

当時の在籍が確認できる別の同僚も、「期間に個人差はあったが、入社後に試

用期間があり、私も入社後しばらく経過してから厚生年金保険に加入している。



                    

  

試用期間が終わる前に辞めていく人もいた。」旨陳述している。 

これらのことから、申立期間①当時のＡ社では、入社から一定期間経過後に

厚生年金保険被保険者資格を取得させる取扱いであり、申立人については、被

保険者資格の取得手続が行われる前に同社を退職したものと考えられる。 

加えて、管轄社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名

簿には、申立期間①において健康保険の整理番号に欠番は無く、連続して付番

されていることが確認でき、同名簿の記録に不自然な点は見当たらない。 

申立期間②について、Ｂ社で経理事務を担当していた事業主の妹が申立人の

ことを記憶していることから、期間は特定できないが、申立人が同社に在籍し

ていたことは推定できる。 

しかし、Ｂ社は、昭和 41 年６月１日に厚生年金保険の適用事業所となって

いることが、管轄社会保険事務所が保管する同社に係る厚生年金保険被保険者

名簿から確認でき、申立期間②において、同社は適用事業所とはなっていない。 

また、Ｂ社は、昭和 61年５月 31日に適用事業所では無くなっており、申立

期間②当時の事業主は既に死亡している上、同社で経理事務を担当していた事

業主の妹からは、申立期間②における申立人の厚生年金保険料の控除に関する

陳述が得られなかった。 

さらに、申立人が、Ｂ社での申立期間②当時の同僚として名前を挙げた者の

同社での厚生年金保険加入記録も見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②の厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4744 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月１日から 45年３月２日まで 

    私は、昭和 44年４月１日から 46年５月 31日までＡ社に勤務していたが、

社会保険庁の記録では、同社での厚生年金保険被保険者資格の取得日が 45

年３月２日とされているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社での申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日と同一日に同社での

被保険者資格を取得している同僚二人の証言から、申立人が昭和 45 年３月２

日以前から同社に在籍していたことは推定できるものの、当該同僚二人は、「申

立人の明確な在籍時期及び期間までは分からない。」旨陳述している。 

また、管轄社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿

により、同社での在籍が確認できる複数の同僚に照会したものの、申立人の申

立期間における在籍状況及び勤務実態に関する陳述は得られなかった。 

さらに、Ａ社は、昭和 51年８月 31日に厚生年金保険の適用事業所では無く

なっており、申立期間当時の事業主及び事務担当者は既に死亡しているため、

申立人の申立期間の勤務実態及び厚生年金保険料の控除に関する陳述が得ら

れない。 

加えて、複数の同僚は、｢Ａ社では、入社後に試用期間があった。｣旨陳述し

ている上、そのうち、申立人より先に入社している同僚の同社での厚生年金保

険被保険者資格の取得日は申立人と同一日となっていることが、同社に係る厚

生年金保険被保険者名簿から確認でき、申立期間当時の同社では、入社から一

定期間経過後に厚生年金保険被保険者資格を取得させる取扱いであったもの

と考えられる。 



                    

  

また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間の健康保険の整

理番号に欠番は無く、連続して付番されていることが確認でき、同名簿の記録

に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。



                    

  

大阪厚生年金 事案 4745 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年８月 25日から 34年１月 11日まで 

             ② 昭和 34年４月１日から 36年 12月 26日まで 

社会保険庁の記録では、Ａ社及びＢ社での厚生年金保険被保険者期間に係

る脱退手当金が支給済みとなっている。 

しかし、私は、脱退手当金の請求手続をしておらず、受給していないので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金は受給しておらず、請求した記憶も無

いとしている。 

社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は、Ｂ社での厚生年金保険

被保険者資格の喪失日から約４か月後の昭和 37 年４月２日に支給決定されて

いることが確認できる。 

そこで、管轄社会保険事務所が保管するＢ社に係る厚生年金保険被保険者名

簿において、申立人が記載されているページを含む前後計９ページに記載され

た女性のうち、申立人と同一時期（おおむね２年以内）に受給要件を満たし資

格を喪失した 12 人について、脱退手当金の支給記録を調査したところ、受給

者は 11人であり、うち 10人が資格喪失後５か月以内に支給決定されているこ

とが確認できることを踏まえると、申立人についても、その委任に基づき事業

主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、脱退手当金の支給金額に計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自

然さは見られない上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



 

 

大阪厚生年金 事案 4746 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成８年 10月１日から９年３月 26日まで  

    私は、標準報酬月額が平成８年 10月から引き下げられていることを、今

回の調査で初めて知らされた。Ａ社では名義上は代表取締役であったが、

事実上は夫（死亡）が経営していた。標準報酬月額の引き下げに関しては、

全く知らなかったので、申立期間の標準報酬月額を正しい額に訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、Ａ社の代表取締役として同社に在籍し、厚生年

金保険の被保険者であったことが、社会保険事務所の厚生年金保険被保険者

記録及び同社の閉鎖登記簿謄本により認められる。 

また、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所で無くなった日（平成９年３月 26

日）の後の平成９年４月７日付けで、８年 10 月から９年２月までの５か月間

の標準報酬月額について、さかのぼって減額処理が行われていることが社会

保険事務所の記録により確認できる。 

一方、申立人は、「当時、会社の経営は良くなかったので、実質的な経営者

であった夫が社会保険事務所と相談したかもしれないが、自分は全く記憶が

無い。」としているが、申立期間当時、「不況で経営的には苦しかったし、自

分以外には夫しか会社に残っていなかったので、保険料の支払いについて社

会保険事務所と相談したのかも知れない。」と陳述しており、申立人は、Ａ社

の代表取締役として、申立期間に係る自らの標準報酬月額の減額について同

意していたものと考えられる。 



 

 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の代表取締役として、

同社の業務を執行する責任を負っており、会社の業務としてなされた行為に

責任を負うべきであり、当該行為の結果である減額処理の無効を主張するこ

とは信義則上許されず、申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報

酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。



 

 

大阪厚生年金 事案 4747 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年 12月２日から 34 年３月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、申立期間に

ついて加入記録が無い旨の回答をもらった。確かにＡ事業所で勤務し、同事

業所の事業主も社会保険に加入してあげようと話していたので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間にＡ事業所で勤務し、厚生年金保険に加入していたと主

張している。 

   しかし、申立人が申立期間当時勤務していたとするＡ事業所は、社会保険事

務所において、厚生年金保険の適用事業所としての記録は無く、また、同事業

所の所在地を管轄する法務局に商業登記の記録も無い。 

さらに、申立人は、Ａ事業所の代表者及び同僚の氏名を記憶していたが、そ

の連絡先は不明のため、これらの者から、申立人の同事業所における勤務の状

況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

加えて、申立人は、「Ａ事業所は個人会社であり、従業員も二人であった。」

と陳述しており、申立期間において同事業所は、厚生年金保険の対象事業所(従

業員５人以上の事業所)で無かったことが推認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の事業主による控除につい

ては、申立人に明確な記憶は無く、これを確認できる関連資料及び周辺事情は

無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



 

 

大阪厚生年金 事案 4748 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年９月から 36年８月 31日まで 

    私は、Ａ社のＢ事業所(Ｃ県)で勤務していた親族(義兄)の紹介で、昭和

33 年９月から同事業所で就労し、その後、同事業所とＤ事業所(Ｅ県)のＦ

業務に従事した。しかし、社会保険庁の記録では、Ｂ事業所のＦ業務に従事

していた期間の厚生年金保険の記録が無い。確かに勤務していたので、申立

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間において、Ａ社のＢ事業所で勤務していたことは、同僚

の証言により推認できる。 

   しかし、社会保険事務所が保管するＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿に

名前が確認できる同僚は、「事業所での臨時雇用の場合、すぐには厚生年金保

険には加入せず、次の事業所から加入させるなど、主に所長の裁量に任せられ

ていた。」と陳述しており、同被保険者名簿に名前が確認できるほかの同僚も、

「私は、知人の紹介でＡ社のＢ事業所に現地採用されたが、次に勤務した 事

業所(Ｇ県)から本採用となり、厚生年金保険に加入した。」と陳述している。 

また、申立人をＡ社に紹介し、Ｂ事業所で共に勤務したとする親族(義兄)

についても、同事業所で勤務した期間の厚生年金保険の加入記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除については、申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関連資料及

び周辺事情は無い。 

   これらの事情及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



 

 

大阪厚生年金 事案 4749 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住 所 ：  

  

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 32年１月１日から同年４月３日まで 

    私は、知人の紹介でＡ社Ｂ事業所に現場採用された。入社から約 33年間、

Ａ社関連の会社で継続して勤務し、退職した記憶は無い。申立期間もＣ業務

等のため勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間においてＡ社Ｂ事業所に在職していたことは、複数の同

僚の証言により推認できる。 

   しかしながら、Ａ社Ｂ事業所の厚生年金保険被保険者名簿から、申立人と同

じ昭和 32 年１月１日に被保険者資格を喪失している者が多数みられるが、こ

れについて申立期間当時、同社Ｂ事業所の下請会社であったＤ社の事務担当者

は、｢申立人はＤ社社員（臨時雇用）であったが、厚生年金保険はＡ社Ｂ事業

所で加入していた。Ｄ社所属の従業員の社会保険等加入手続は、事業主がＡ社

Ｂ事業所に申し出て、届出を行なっていたが、当時、Ｄ社の経営ができなくな

ったため、昭和 32 年１月１日に従業員全員の厚生年金保険の資格を喪失させ

た。｣と陳述している。 

また、申立人が昭和 32年 10月 10日にＡ社Ｂ事業所に提出した履歴書には、

｢昭和 32 年４月、Ｅ業務に転職｣と記載されており、同時期に申立人が職種を

変更して新たに勤務を始めたことが確認できる。 

さらに、Ａ社Ｂ事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿で、健康保険の整理

番号で欠番はみられない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



 

 

大阪厚生年金 事案 4750 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年４月 24日から 28 年８月５日まで 

    社会保険事務所に船員保険の加入状況について照会したところ、申立期間

の加入記録が無い旨の回答をもらった。当該期間については、Ａ船に乗って

いた事実が確認できる船員手帳があるので、船員保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された船員手帳から、申立人が申立期間において、Ａ船に乗

り組み、Ｂ職として使用されていたことは確認できる。 

しかしながら、上記船員手帳から確認できるＡ船に係る船舶所有者は、社会

保険庁が保管する船舶所有者名簿において、船員保険の船舶所有者としての記

録は無い。 

また、このＡ船に係る船舶所有者については、所在が不明であることから、

この者から申立期間に係る申立人の船員保険料の控除について確認すること

ができない。 

さらに、申立人は、Ａ船に乗っていた同僚は当該船舶所有者の親族(兄弟)

一人のみで、氏名までは覚えていないと陳述しており、当該同僚から申立期間

に係る申立人の船員保険料の控除について確認することはできない。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から船員保険料を

控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が船員保険被保険者とし

て、申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

ることはできない。



 

 

大阪厚生年金 事案 4751 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 57年ごろから 59年ごろまで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

で勤務した申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同社に勤務して

いたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言により、時期は明確でないものの、申立人が申立期間に

おいてＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、平成８年３月 25日に厚生年金保険の適用事業所で無くな

っており、14年 12月３日付けで解散していることから、申立事実を確認でき

る関連資料は無く、事業主の連絡先も不明であることから、申立人の同社に

おける勤務の状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができな

い。 

また、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 57年８月１日に被保

険者資格を取得している者は、申立期間当時の役員及びその後役員に就任し

た者等であることが確認でき、申立期間当時の総務担当者も、「厚生年金保険

を新規適用した際、最初に役員を加入させる手続をした。」と陳述している。 

さらに、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿には、申立人が同じ職種で

あったと記憶する同僚の加入記録は無く、同名簿で記録が確認できる複数の

同僚の証言から、同社における勤務期間と厚生年金保険の加入期間は必ずし

も一致していなかったことが推認できる。 

加えて、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿で、申立期間において健康



 

 

保険の整理番号に欠落はみられない。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



 

 

大阪厚生年金 事案 4752 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 42年 11月１日から 43 年 10月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答をもらった。同

社に継続して勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の証言により、申立人が、申立期間においてＡ社に勤務していたこと

は推認できる。 

しかし、Ａ社は、昭和 42 年 11 月１日にＤ県Ｅ市において厚生年金保険の

適用事業所で無くなっており、また、43年 10 月１日にＢ県Ｃ市において新規

適用事業所となっていることから、申立期間は適用事業所となっていない。 

さらに、Ｄ県Ｅ市におけるＡ社に係る厚生年金保険被保険者名簿の申立人

欄には、昭和 43 年２月 28 日付けで健康保険証が返納されていることを示す

「証返納」の押印が確認できる。 

加えて、Ａ社（Ｂ県Ｃ市）は、昭和 50 年７月 31 日に厚生年金保険の適用

事業所で無くなっており、同年８月 12日付けで解散していることから、申立

事実を確認できる関連資料は無く、申立期間に係る厚生年金保険料の控除に

ついて確認することができない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


